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道内景気は、一部に弱さが残るものの、緩やかに持ち直している。生産活動は、弱めの動

きとなっている。需要面では、住宅投資は、減少している。公共投資は、高水準ながら弱め

の動きとなっている。個人消費は、緩やかに持ち直している。設備投資は、持ち直しの動き

がみられる。輸出は、持ち直している。観光は、持ち直しが続いている。

雇用情勢は、有効求人倍率、新規求人数ともに前年を上回っている。企業倒産は、件数、

負債総額ともに前年を上回った。消費者物価は、１７か月連続で前年を上回った。
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１．景気の現状判断DI～２か月ぶりに上昇

景気ウォッチャー調査
（季節調整値）

（資料：内閣府）
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２．鉱工業生産～２か月ぶりに低下

鉱工業生産・出荷・在庫指数
（季節調整済指数）

（資料：北海道経済産業局）

景気ウォッチャー調査による、１２月の景気

の現状判断DI（北海道）は前月を４．４ポイン

ト上回る５０．６と２か月ぶりに上昇した。横ば

いを示す５０を２か月ぶりに上回った。

景気の先行き判断DI（北海道）は、前月

を０．８ポイント上回る４６．５となった。

１１月の鉱工業生産指数は８３．３（季節調整済

指数、前月比▲４．１％）と２か月ぶりに低下

した。前年比（原指数）では▲３．３％と７か

月連続で低下した。

業種別では、パルプ・紙・紙加工品工業な

ど７業種が前月比上昇となった。化学・石油

石炭製品工業、輸送機械工業、食料品工業な

ど８業種が前月比低下となった。

道内経済の動き

― １ ― ほくよう調査レポート ２０２３年２月号
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３．百貨店等販売額～９か月連続で増加

百貨店等販売額（前年比）

（資料：北海道経済産業局）

軽乗用車小型車 前年比（右目盛）普通車
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４．乗用車新車登録台数～３か月連続で増加

乗用車新車登録台数

（資料：�日本自動車販売協会連合会、�全国軽自動車協会連合会）

前年同月比（右目盛）移出その他乳製品向け牛乳等向け
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５．生乳生産量～３か月連続で減少

生乳生産量

（資料：農林水産省）

１１月の百貨店・スーパー販売額（全店ベー

ス、前年比＋２．８％）は、９か月連続で前年

を上回った。

百貨店（前年比＋４．０％）は、衣料品、身

の回り品、その他が前年を上回った。スー

パー（同＋２．５％）は、飲食料品が前年を上

回った。

コンビニエンスストア（前年比＋７．４％）

は、１３か月連続で前年を上回った。

１１月の乗用車新車登録台数は、１２，０４１台

（前年比＋９．０％）と３か月連続で前年を上

回った。車種別では、普通車（同＋１１．４％）、

小型車（同▲０．４％）、軽乗用車（同＋１４．９％）

となった。

４～１１月累計では、９４，７９２台（前年比

＋２．７％）と前年を上回った。内訳は普通車

（同＋３．２％）、小型車（同＋４．３％）、軽乗用

車（同＋０．６％）となった。

１１月の生乳生産量は、３３６，５５２トン（前年

比▲３．０％）と３か月連続で前年を下回っ

た。内訳は、牛乳等向け（同▲０．９％）、乳製

品向け（同▲３．７％）、その他（同＋６．８％）、

道外への移出（▲１．４％）となった。

４～１１月累計では、２，８８１，５１０トン（前年

比＋０．５％）と前年を上回っている。

道内経済の動き
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持家 貸家 給与 前年比（右目盛）分譲
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６．住宅投資～３か月連続で減少

住宅着工戸数

（資料：国土交通省）
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前年比（右目盛）

７．建築物着工床面積～２か月ぶりに増加

民間非居住用建築物（着工床面積）

（資料：国土交通省）

%億円

請負金額 前年比（右目盛）
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８．公共投資～３か月連続で減少

公共工事請負金額

（資料：北海道建設業信用保証㈱ほか２社）

１１月の住宅着工戸数は２，４０７戸（前年比

▲１７．９％）と３か月連続で前年を下回った。

利用関係別では、持家（同▲１２．７％）、貸家

（同▲１６．６％）、給与（同＋３００．０％）、分譲

（同▲３０．６％）となった。

４～１１月累計では、２２，８４１戸（前年比

▲８．７％）と前年を下回った。利用関係別で

は、持家（同▲２０．９％）、貸家（同▲２．２％）、

給与（同▲３１．７％）、分譲（同＋４．１％）と

なった。

１１月の民間非居住用建築物着工床面積は、

８７，９３２㎡（前年比＋５．１％）と２か月ぶりに

前年を上回った。業種別では、製造業（同

▲５３．４％）、非製造業（同＋１０．３％）であっ

た。

４～１１月累計では、１，０８２，１４５㎡（前年比

▲１５．９％）と前年を下回っている。業種別で

は、製造業（同▲５．５％）、非製造業（同

▲１６．８％）となった。

１２月の公共工事請負金額は８７億円（前年比

▲２８．７％）と３か月連続で前年を下回った。

発注者別では、道（前年比＋１９．３％）が前年

を上回った。国（前年比▲７６．３％）、独立行

政法人（同▲４９．２％）、市町村（同比▲３０．４％）、

地方公社（同全減）、その他（同▲５７．５％）

が前年を下回った。

道内経済の動き

― ３ ― ほくよう調査レポート ２０２３年２月号
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航空機 ＪＲ フェリー 前年比（右目盛）
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９．来道者数～１３か月連続で増加

来道者数

（資料：�北海道観光振興機構）
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１０．外国人入国者数～５か月連続で増加

外国人入国者数

（資料：法務省入国管理局）

輸出 輸入 輸出（前年比、右目盛） 輸入（同、同）
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１１．貿易動向～輸出が７か月連続で増加

貿易動向

（資料：函館税関）

１１月の国内輸送機関利用による来道者数

は、９１８千人（前年比＋３３．０％）と１３か月連

続で前年を上回った。輸送機関別では、航空

機（同＋３６．２％）、JR（同＋１５．８％）、フェ

リー（同＋７．０％）となった。

４～１１月累計では、７，５８９千人（同

＋９０．０％）と前年を上回っている。

１１月の道内空港・港湾への外国人入国者数

は、２２，９５３人（前年比全増）と５か月連続で

前年を上回った。

４～１１月累計では、２８，９０３人（同＋２８，８９７

人）と前年を上回っているが、コロナ禍前と

の比較では▲９７．４％と下回っている。

１１月の貿易額は、輸出が３５９億円（前年比

＋２０．２％）、輸入が１，８５９億円（同＋６０．８％）

だった。

輸出は、自動車、魚介類・同調製品、一般

機械などが増加した。

輸入は、原油・粗油、石油製品、再輸入品

などが増加した。

輸出は、４～１１月累計では３，１２２億円（前

年比＋３８．２％）と前年を上回っている。

道内経済の動き
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有効求人倍率 新規求人数（右目盛）
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１２．雇用情勢～有効求人倍率が前年を上回る

有効求人倍率（常用）、新規求人数（前年比）

（資料：北海道労働局）
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１３．倒産動向～負債総額は３か月連続で前年を上回る

企業倒産（負債総額１千万円以上）

（資料：㈱東京商工リサーチ）
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１４．消費者物価指数～１７か月連続で前年を上回る

消費者物価指数

（資料：総務省、北海道）

１１月の有効求人倍率（パートを含む常用）

は、１．１９倍（前年比＋０．１７ポイント）と前年

を上回った。

新規求人数は、前年比＋５．２％と２１か月連

続で前年を上回った。業種別では、卸売業・

小売業（同＋１３．０％）、宿泊業・飲食サービ

ス業（同＋１７．１％）、などが前年を上回っ

た。

１２月の企業倒産は、件数が１６件（前年比

＋１２８．６％ ）、 負 債 総 額 が３０億 円 （ 同

＋１０１４．３％）だった。負債総額は３か月連続

で前年を上回った。

業種別ではサービス・他が８件、建設業、

製造業が各３件などとなった。

新型コロナウイルス関連の倒産件数は１２件

であった。

１１月の消費者物価指数（生鮮食品を除く総

合指数）は、１０５．２（前月比＋０．８％）となっ

た。前年比は＋４．５％と１７か月連続で前年を

上回った。

石油製品の価格は調査基準日（１１月１０日）

時点で、灯油価格は前月比±０．０％、前年同

月比＋１１．０％となり、ガソリン価格は前月比

＋０．６％、前年同月比▲１．８％となった。

道内経済の動き
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＜図表1＞業況の推移
売上DI 利益DI全産業
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１．２０２２年１０～１２月期 実績

全産業の売上DI（１２）は３期連続で
プラス圏を維持、利益DI（△３）とと
もに前期からほぼ横ばい推移となった。
しかし業種別にみると、ホテル・旅館業
で業況の持ち直しが鮮明である一方、木
材・木製品製造業で低下を示すなど、業
種により明暗が分かれる結果となった。

２．２０２３年１～３月期 見通し

前期に比べ、売上DI（８）、利益DI
（△７）ともに小幅に低下した。原材料
価格の上昇が続いているほか、人手不足
や物価上昇に伴う諸経費の増加が幅広い
業種で指摘されており、見通しには慎重
さがうかがわれる。

項 目
２０１９年
１０～１２

２０２０年
１～３４～６７～９１０～１２

２０２１年
１～３４～６７～９１０～１２

２０２２年
１～３４～６７～９１０～１２

２０２３年
１～３
見通し

売上DI △１１ △２３ △５９ △５３ △３８ △３２ △３ △１２ △２ △８ １１ １３ １２ ８
利益DI △１１ △２４ △５７ △４５ △３２ △３０ △８ △１６ △１５ △２１ △４ △４ △３ △７

定例調査

業況の動向は、業種により明暗が分かれる結果に
第８７回 道内企業の経営動向調査

※①２０／２／２８～２０／３／１８ 道独自の緊急事態宣言、②２０／４／８～２０／４／１６ 集中対策期間、③２０／４／１７～２０／５／２５ 緊急事態宣言
④２０／８／１～２０／９／３０ 集中対策期間、⑤２０／１０／２８～２１／３／７ 集中対策期間、⑥２１／５／９～２１／５／１５ まん延防止等重点措置
⑦２１／５／１６～２１／６／２０ 緊急事態宣言、⑧２１／６／２１～２１／７／２１ まん延防止等重点措置、⑨２１／８／２～２１／８／２６ まん延防止等重点措置
⑩２１／８／２７～２１／９／３０ 緊急事態宣言、⑪２２／１／２７～２２／３／２１ まん延防止等重点措置
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＜図表2＞業種別の要点

要 点
（２０２２年１０～１２月期実績）

２０２２年
１～３

２０２２年
４～６

２０２２年
７～９

２０２２年
１０～１２

２０２３年
１～３

実績 実績 実績 実績 前回
見通し 見通し

全 産 業 業種によりばらつきがあるものの、総じてみる
と売上DI・利益DIともに横ばい推移となった。

売上ＤＩ △８ １１ １３ １２ ６ ８
利益ＤＩ △２１ △４ △４ △３ △８ △７

製 造 業 売上DI・利益DIとも改善したが、
利益DIはマイナス圏が続いている。

売上ＤＩ △８ ６ １ ５ △５ ４
利益ＤＩ △２３ △１３ △１９ △１３ △２０ △１５

食 料 品 業態によりばらつきがみられるが、総じ
てみると売上DI・利益DIともに上昇した。

売上ＤＩ ５ ３８ ３０ ５０ ３０ ２６
利益ＤＩ △１８ １５ １１ ２１ ５ ３

木 材 ・ 木 製 品 木製品・製材ともに業況の後退が
みられた。

売上ＤＩ １８ １７ １６ △２３ ０ △２７
利益ＤＩ ０ １１ △１６ △２９ △２１ △４３

鉄鋼・金属製品・
機械

鉄鋼は売上DI・利益DIともにプラスに転じた。
金属・機械は両DIともにマイナス圏となった。

売上ＤＩ △２４ △１７ △１９ △２２ △２９ ０
利益ＤＩ △３３ △３８ △３３ △２８ △２６ △８

非 製 造 業 非製造業全体は横ばい推移となったも
のの、業種によりばらつきがみられた。

売上ＤＩ △８ １３ １７ １６ １０ ９
利益ＤＩ △１９ ０ ２ ２ △３ △４

建 設 業 引続き売上DI・利益DIともマイ
ナス圏の推移となった。

売上ＤＩ △２５ △２０ △２３ △２１ △１８ △２２
利益ＤＩ △３５ △２５ △３８ △３３ △３０ △３１

卸 売 業 業態による濃淡はあるが、全業態で売
上DI・利益DIともプラス圏となった。

売上ＤＩ △１７ １０ ３４ ４０ １９ ２２
利益ＤＩ △２５ ５ １７ ２７ ５ ８

小 売 業 売上DI・利益DIとも低下したが、特に利
益DIが悪化しており、マイナスとなった。

売上ＤＩ ７ ３７ ２６ １９ ２３ ８
利益ＤＩ △２２ △１７ ９ △１１ △７ △１７

運 輸 業 旅客は業況持ち直しが続いた一
方、貨物は悪化を示した。

売上ＤＩ ７ ２６ ４６ ３８ ４６ ２８
利益ＤＩ △１４ １４ １９ １７ １７ ３

ホテル・旅館業 政府による需要喚起策の効果が加
わり、持ち直し基調が続いている。

売上ＤＩ ３３ ８１ ７８ ８０ ５６ ６７
利益ＤＩ ４４ ７５ ８８ ８０ ６７ ６７

＜図表3＞地域別業況の推移

２０２０年
４～６

２０２０年
７～９

２０２０年
１０～１２

２０２１年
１～３

２０２１年
４～６

２０２１年
７～９

２０２１年
１０～１２

２０２２年
１～３

２０２２年
４～６

２０２２年
７～９

２０２２年
１０～１２

２０２３年
１～３

実績 実績 実績 実績 実績 実績 実績 実績 実績 実績 実績 前回
見通し見通し

全 道
売上ＤＩ △５９ △５３ △３８ △３２ △３ △１２ △２ △８ １１ １３ １２ ６ ８
利益ＤＩ △５７ △４５ △３２ △３０ △８ △１６ △１５ △２１ △４ △４ △３ △８ △７

札 幌 市
売上ＤＩ △６３ △５８ △３７ △３２ ２ △３ ４ △１１ １１ １５ １９ １５ ２１
利益ＤＩ △５８ △４９ △３１ △２９ ０ △１０ △６ △２１ ０ ３ ３ ７ ７

道 央
（札幌除く）

売上ＤＩ △５０ △４３ △３７ △２１ △７ △１８ △５ △９ １７ １７ １９ １１ １７
利益ＤＩ △４７ △４３ △３５ △２６ △１８ △１８ △１７ △２５ △９ △５ ３ △７ △２

道 南
売上ＤＩ △５９ △６３ △５６ △５２ △８ △２９ △２０ △１９ ２４ ２４ ３４ ８ １３
利益ＤＩ △５９ △５１ △５３ △５５ △１８ △３２ △３４ △４４ △５ △８ △３ △２２ △２１

道 北
売上ＤＩ △５４ △４６ △２７ △２５ ３ △８ ４ ８ １１ ０ ２ △１１ △１３
利益ＤＩ △５５ △３１ △２２ △２０ △２ △１８ △９ △３ ７ △１１ △７ △２０ △２１

道 東
売上ＤＩ △６５ △５５ △４０ △４４ △９ △１８ △３ △９ △８ ６ △１２ △７ △１７
利益ＤＩ △７０ △４５ △２９ △３１ △１１ △１６ △２７ △１９ △１５ △９ △１７ △２２ △２０

定例調査
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＜図表4＞業況の推移（業種別）

運輸業鉄鋼・金属製品・機械製造業

ホテル・旅館業建設業

定例調査
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＜図表6＞利　益

＜図表5＞売　上

全　　産　　業

製　　造　　業

食　料　品

木材・木製品

そ　の　他

非　製　造　業

建　設　業

卸　売　業

小　売　業

運　輸　業

ホテル・旅館業

そ　の　他

鉄鋼・金属・機械

全　　産　　業

製　　造　　業

食　料　品

木材・木製品

そ　の　他

非　製　造　業

建　設　業

卸　売　業

小　売　業

運　輸　業

ホテル・旅館業

そ　の　他

鉄鋼・金属・機械

△ 8 11 13

△ 8 6 1

5 38 30

18 17 16

△24 △17 △19

△32 △16 △29

△ 8 13 17

△25 △20 △23

△17 10 34

7 37 26

7 26 46

33 81 78

△10 17 21

22/1～3
売上DI

22/4～6
売上DI

22/7～9
売上DI 売上DI 売上DI

△21 △ 4 △ 4

△23 △13 △19

△18 15 11

0 11 △16

△33 △38 △33

△42 △32 △48

△19 0 2

△35 △25 △38

△25 5 17

△22 △17 9

△14 14 19

44 75 88

△15 13 4

22/1～3
利益DI

22/4～6
利益DI

22/7～9
利益DI 利益DI 利益DI

12

5

50

△23

△22

△ 7

16

△21

40

19

38

80

14

8

4

26

△27

0

0

9

△22

22

8

28

67

19

△ 3

△13

21

△29

△28

△40

2

△33

27

△11

17

80

9

△ 7

△15

3

△43

△ 8

△36

△ 4

△31

8

△17

3

67

14

増加 37 不変 38 25

37 31 32

63 24 13

18 41 41

17 44 39

40 13 47

39 38 23

12 55 33

56 28 16

44 31 25

55 28 17

87 6 7

34 46 20

増加 30 不変 48 22

29 46 25

42 42 16

14 45 41

25 50 25

29 42 29

29 51 20

8 62 30

38 46 16

36 36 28

49 30 21

74 19 7

26 67 7

29 不変 39 減少 32

27 33 40

47 27 26

14 43 43

17 38 45

20 20 60

31 40 29

8 51 41

45 37 18

25 39 36

41 35 24

87 6 7

32 45 23

22 不変 49 減少 29

20 45 35

29 45 26

10 37 53

19 54 27

14 36 50

22 52 26

3 63 34

30 48 22

19 45 36

34 35 31

74 19 7

26 62 12

2022/10～12実績（n=363） 2023/1～3見通し（n=360）

2022/10～12実績（n=361） 2023/1～3見通し（n=359）

※四捨五入の関係から合計が１００とならない場合がある。

減少 減少

増加 増加

定例調査
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＜図表7＞資金繰り

全　　産　　業

製　　造　　業

食　料　品

木材・木製品

そ　の　他

非　製　造　業

建　設　業

卸　売　業

小　売　業

運　輸　業

ホテル・旅館業

そ　の　他

鉄鋼・金属・機械

全　　産　　業

製　　造　　業

食　料　品

木材・木製品

そ　の　他

非　製　造　業

建　設　業

卸　売　業

小　売　業

運　輸　業

ホテル・旅館業

そ　の　他

鉄鋼・金属・機械

＜図表8＞短期借入金の難易感
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8 89 3
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＜図表10＞設備投資

＜図表9＞在　庫
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過多 過少 過多 過少

実施せず

定例調査

― １１ ― ほくよう調査レポート ２０２３年２月号

ｏ．３１７（カラー）　ＩＣＳ　１７５線／本文　※柱に注意！　柱「ほくよう」に変更／００６～０１４　定例調査  2023.01.23 09.18.55  Page 11 



0 20 40 60 80 100％ 0 20 40 60 80 100％

0 20 40 60 80 100％ 0 20 40 60 80 100％

＜図表11＞資金需要見通しの前年比較（運転資金）
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＜図表12＞資金需要見通しの前年比較（設備資金）
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原材料価格上昇

＜図表13＞当面する問題点（上位項目）の要点（複数回答）

項目 前期比 要 点

�原材料価格上昇（７３％） △２ 前回調査に比べ、全産業はやや低下したものの、運輸業（７９％）、ホ
テル・旅館業（８７％）は上昇した。

�人手不足（６１％） ＋１ 全産業は横ばい推移となったものの、業種によりばらつきがみられた。
特に建設業（７９％）は人手不足感が強く、問題点１位タイとなった。

�諸経費の増加（５１％） ＋７ 多くの業種で上昇したが、特に小売業（７０％）で上昇が著しく、問題
点の１位となった。

�人件費増加（３５％） ＋１ 食料品（３７％）で大きな低下がみられた一方、小売業（５１％）、ホテル
・旅館業（５３％）で上昇するなど、業種により方向感に違いが出た。

�売上不振（３２％） ＋２ 木材・木製品（５５％）やホテル・旅館業（４７％）、運輸業（４６％）で
は、回答企業の約半数が問題点に挙げた。

�過当競争（１８％） ＋４ 業種によりばらつきがあるが、小売業（２７％）の上昇幅がもっとも大
きく、１４ポイント上昇した。

＜図表14＞当面する問題点（上位項目）の推移（複数回答）

（複数回答）
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調査の目的と対象：アンケート方式による道内企業の経営動向把握。
調査方法：調査票を配布し、郵送または電子メールにより回収。
調査内容：第８７回定例調査（２０２２年１０～１２月期実績、２０２３年１～３月期見通し）
回答期間：２０２２年１１月中旬～１２月中旬
本文中の略称
A 増加（好転）企業：前年同期に比べ良いとみる企業
B 不変企業：前年同期に比べ変わらないとみる企業
C 減少（悪化）企業：前年同期に比べ悪いとみる企業
D ＤＩ：「増加企業の割合」－「減少企業の割合」
E ｎ（number）＝有効回答数

（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル・旅館業

その他の
非製造業

�原材料価格上昇
① ① ① ① ① ① ① ① ① ② ① ① ②
７３ ７９ ８４ ６８ ８１ ８０ ７０ ７９ ７２ ６８ ７９ ８７ ４０
（７５）（８８）（９２）（７９）（８３）（９５）（７０）（８２）（７６）（７４）（５８）（８３）（４０）

�人手不足
② ③ ③ ③ ② ③ ② ① ③ ③ ② ② ①
６１ ５２ ５５ ４５ ５６ ４７ ６５ ７９ ３６ ６２ ６４ ７３ ７０
（６０）（４８）（５１）（５３）（４４）（４５）（６５）（７８）（４３）（５８）（６５）（７８）（７２）

�諸経費の増加
③ ② ② ③ ③ ② ③ ② ① ③ ③ ②
５１ ５７ ６３ ４５ ５３ ６７ ４８ ３７ ４８ ７０ ５７ ５３ ４０
（４４）（４６）（５９）（５３）（３３）（４０）（４３）（３６）（４０）（４９）（６５）（４４）（４０）

�人件費増加
③ ③

３５ ３２ ３７ ２７ ３１ ３３ ３７ ４０ ２８ ５１ １８ ５３ ３５
（３４）（３７）（５９）（３２）（２５）（２０）（３３）（３７）（２８）（４２）（２７）（４４）（２６）

�売上不振
②

３２ ３５ １８ ５５ ３９ ４０ ３０ ２９ ２６ ２７ ４６ ４７ ２３
（３０）（３８）（２７）（４７）（４４）（３５）（２７）（２５）（２１）（３５）（３８）（３９）（１９）

�過当競争 １８ １２ １３ ９ ８ ２０ ２０ ２６ ２６ ３０ ４ ７ １２
（１４）（８）（８）（１１）（３）（１５）（１６）（２４）（１９）（１６）（８）（１１）（４）

�設備不足 ６ １６ ２４ ２３ １１ ０ ２ ０ ２ ５ ０ ０ ５
（５）（１１）（１１）（１６）（１１）（５）（３）（１）（５）（２）（－）（－）（６）

	資金調達 ５ ８ ８ １４ ３ １３ ４ ４ ０ ３ ７ １３ ５
（８）（１１）（１１）（２１）（６）（１０）（７）（５）（３）（９）（１５）（６）（９）


価格引き下げ要請 ５ ５ ３ ５ ６ ７ ５ ８ １０ ０ ０ ０ ２
（４）（４）（３）（－）（６）（５）（４）（５）（９）（－）（－）（－）（４）

�販売価格低下 ４ ６ ３ １４ ６ ７ ４ ４ ６ ３ ４ ０ ２
（２）（３）（０）（５）（３）（５）（２）（１）（５）（２）（０）（－）（０）

�代金回収悪化 １ ０ ０ ０ ０ ０ １ ０ ２ ０ ０ ０ ２
（１）（－）（－）（－）（－）（－）（１）（－）（３）（５）（－）（－）（－）

その他 ２ １ ０ ０ ０ ７ ２ １ ２ ３ ０ ０ ７
（３）（４）（３）（－）（６）（５）（３）（１）（３）（７）（４）（－）（４）

＜図表15＞当面する問題点（複数回答）
（n＝３６２） （単位：％）

○内数字は業種内の順位、（ ）内は前回調査

調 査 要 項

企業数 構成比 地 域
全 道 ３６６ １００．０％
札幌市 １２６ ３４．４ 道央は札幌市を除く石狩、後志、

胆振、日高の各地域、空知地域南部道 央 ８１ ２２．１
道 南 ３８ １０．４ 渡島・檜山の各地域
道 北 ５４ １４．８ 上川・留萌・宗谷の各地域、空知地域北部
道 東 ６７ １８．３ 釧路・十勝・根室・オホーツクの各地域

地域別回答企業社数

調査
企業数

回答
企業数 回答率

全 産 業 ７００ ３６６ ５２．３％
製 造 業 １９９ １１１ ５５．８
食 料 品 ６８ ３８ ５５．９
木 材 ・ 木 製 品 ３３ ２２ ６６．７
鉄鋼・金属製品・機械 ６０ ３６ ６０．０
そ の 他 の 製 造 業 ３８ １５ ３９．５
非 製 造 業 ５０１ ２５５ ５０．９
建 設 業 １３９ ７９ ５６．８
卸 売 業 １００ ５０ ５０．０
小 売 業 ９７ ３８ ３９．２
運 輸 業 ５０ ２９ ５８．０
ホ テ ル ・ 旅 館 業 ３４ １５ ４４．１
その他の非製造業 ８１ ４４ ５４．３

業種別回答状況
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今回の調査では、道内企業の業況は全体として横ばい推移となりました。しかし業種別で

は、人流の回復で業況が持ち直す業種がある一方、物価高が重石となり業況悪化を示す業種

がみられるなど、方向感にばらつきがみられました。企業からは、原材料やエネルギー価格

の高騰が幅広い費目に波及している現状や、その対応策を模索する声が寄せられました。

以下で、企業から寄せられた生の声を紹介します。

１．食料品製造業

２．木材・木製品製造業

３．鉄鋼・金属製品・機械製造業

＜食料品製造業＞ 原材料や諸経費の高騰に

より収益を圧迫され続けてきたが、値上げを

しなければ確実に倒産するほどの危機に直面

したため、値上げを実施した。世の中が値上

げに寛容になったのか、値上げをしたことで

収益改善の見込みがたった。（道央）

＜食料品製造業＞ 売上・利益は、徐々に増

加しているが、コロナ感染者が増加してきて

おり、年末年始にかけて移動自粛要請があれ

ば、昨年と変わらない状況になりえると危惧

している。原材料の値上げ等が続くなか、経

費を含めた一般管理費の抑制にも限度があ

り、ここで売上の減少にでもなれば、営業利

益確保が難しくなる。しかしこのような状況

でも、企業存続に向けた設備投資、人材確保

は進めていかなければならない。また、据置

期間中の融資の返済開始も迫っていることも

気がかりであり、今後は運転資金の確保が課

題になる。（道南）

＜製菓業＞ 原料、資材、エネルギー価格高

騰への対応として、商品価格の改定や無料

サービスの有料化等を実施し、売上・利益を

維持している。また、製造の効率化や実際原

価の算出を通して、課題の早期発見に努めて

いる。今後、観光市場がコロナ禍より悪化す

ることは考えにくく、財務状態は安定的に推

移すると見込んでいる。ただし、原料やエネ

ルギー価格等の先行きは不透明な状況が続い

ているため、定期的に財務状況を把握し、さ

らなる価格改定を含め、適宜対策を進めてい

く。（道北）

＜製粉業＞ 原料小麦の価格上昇により商品

の販売価格は値上げ傾向であったが、１０月以

降の国策で販売価格を据置きせざるを得ない

状況となっている。国策により原料価格の上

昇は抑えられても、エネルギー価格上昇は続

いているので、値上げができないと厳しい経

営環境は変わらない。（札幌）

＜製材業＞ ２０２２年は、前年まで不振であっ

た公共事業が動き出したため業績が良くなっ

たが、２０２３年以降は不透明である。２０２２年は

本州方面の営業に力を入れているので、２０２３

年の売上増加につなげたい。（道央）

＜家具製造業＞ 受注と生産のバランスが崩

れ、売りたくても商品がない状況となってい

る。今後は増員と機械の増強により、生産体

制の強化を図る。（道北）

＜金属製品製造業＞ 行動規制解除後の人流

回復から、先行きの景況は明るさを取り戻し

経営のポイント

コロナ禍からの持ち直しは続くも、コスト高が幅広い費目に波及
〈企業の生の声〉
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４．その他の製造業

５．建設業

つつあり、増収に期待が持てる。半面、各種

助成金等の支援策は縮小もしくは廃止となる

はずなので、当面は資金繰りに注意してい

く。（札幌）

＜金属製品製造業＞ 材料価格の上昇により

仕入額が増え、必要な運転資金が増えてい

る。また、工事の遅れから資金回収のズレも

生じており、資金繰りがタイトになってい

る。（道央）

＜機械器具製造業＞ 売上は例年並みに推移

しているが、今後売上が上向くには新商品を

考える必要がある。また、生産力向上のた

め、助成金等を活用し機器等も新調していく

方針である。（道東）

＜印刷業＞ 売上に直結する印刷需要は、同

質化競争により受注が困難になってきてい

る。一方、企画や原稿作成、編集等の異質競

争案件は、売上計上までに時間を要し経費が

かさむというデメリットはあるものの、受注

量を拡大すれば安定した売上を確保できると

考えている。（札幌）

＜コンクリート製品製造業＞ 原材料価格の

上昇をスムーズに価格転嫁できるかが課題で

ある。また、工事発注見通しの減少が気がか

りである。（札幌）

＜土木建設業＞ 民間建築工事は、資材価格

の高騰で収益が圧迫され、利益がゼロに近い

受注が続いている。利益確保のため受注・売

上増を図っているが、人手不足から１人当た

りの時間外勤務が増加し、職員の疲弊が顕著

化するなど、問題が出てきている。一方、官

庁工事は、単品スライドで物価上昇が工事価

格に反映され、また、十分な工期があるため

週休２日制が確保されている。このままだ

と、ますます民間と官庁工事に乖離が生じる

ことになる。（札幌）

＜土工工事業＞ セメントや鉄線等の価格高

騰により原価が上昇するなか、今期は上昇分

を販売価格に転嫁できたが、これ以上の価格

転嫁は競争力の低下につながる。来期以降は

いかに受注数量を確保できるかが課題とな

る。今後は住宅着工件数の減少が予想され、

地盤補強工事数の減少および生コンクリート

の需要減少が予想される。施工管理を徹底し

工事の効率を改善することと、取引先とのリ

レーション強化により、業界シェアを維持す

る方針である。（道央）

＜建設業＞ 土木工事は、受注件数が減少し

ており、なかなか利益が見込めない。今後の

総合評価入札への対応が鍵になると考えてい

る。建築工事は、大型案件を複数受注してい

るため、技術職員が相当数割り当てられるこ

とから、他の工事に向かえないのが課題であ

る。技術職員の不足感が続いている。（道東）

＜建設業＞ カーボンニュートラルや働き方

改革への対応、ICT導入など今後の課題は多

岐にわたり、初期投資等コストアップは避け

られない。成果が表れるまでの期間、何らか

のインセンティブがあれば企業としては助か

る。（道南）

＜住宅建築業＞ 今後も原価の上昇が見込ま

経営のポイント
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６．卸売業

７．小売業

８．運輸業

れるが、販売価格を同様に上げてしまえば、

購買意欲の低下につながってしまう。打開策

は、魅力のある新商品を開発することと考え

ている。（道央）

＜工業用品卸売業＞ 仕入価格の上昇は販売

先への価格転嫁で吸収しており、売上利益と

もに向上している。ただし、さらなる値上げ

要請が仕入先からきており、今後も価格転嫁

できるかが重要となっている。来年以降、イ

ンボイス制度の開始や電子帳簿保存法の猶予

期間の終了などが控えており、これらに対応

するIT投資を検討している。（札幌）

＜電気製品卸売業＞ 仕入先メーカーが相次

いで値上げしており、円安によるインフレが

顕著になってきた。年２回の値上げは過去に

覚えはなく、今までにないことが起きている

と感じる。（札幌）

＜鋼材卸売業＞ 月を追うごとに物価が上昇

し、販売量が落ちてきている。仕入価格の上

昇分ほどは販売価格へ転嫁できない状態が続

いている。（道央）

＜食材卸売業＞ 食材等の仕入価格が尋常で

ないほど上がっており、なかなか大変なこと

になっている。小売店も商品価格に転嫁でき

るものとできないものがあるので、相当厳し

い。（道南）

＜食品スーパー＞ 物価上昇の影響が顕著に

あらわれている。具体的には、お客様の来店

頻度が落ちている一方、来店時に多めに買い

物をする傾向があり、客単価は上昇してい

る。買い物１点あたりの単価も上昇が続いて

いる。年末商戦は、コロナ感染拡大の状況に

左右されると予想している。感染回避のため

帰省者が少ないようだと、お盆に回復がみら

れた「ごちそう需要」が勢いをなくす可能性

がある。（札幌）

＜食品スーパー＞ 商品の平均単価が上がっ

ているが、売上や客単価、来店客数の前年比

などをみるに、値上げがある程度容認されて

いると考えている。今後の景気動向に注意が

必要である。（道北）

＜水産食料品小売業＞ 道民割や全国旅行支

援などを活用して来道される方が多くみら

れ、昨年同時期と比べると売上増になってい

る。増収に伴い利益増もあるものの、昨年の

GOTOキャンペーンほどの盛り上がりはない

ように感じる。コロナ禍を経て変わった生活

環境への対応をより強固にすべく、WEB販

売強化および宅配業務の改善に努め、売上確

保に繋げたい。（道東）

＜タイヤ販売店＞ 各メーカーの値上げが９

月に行われ、かけこみで９月の売上は前年を

大きく上回ったが、その反動から例年の最盛

期である１１月の売上は伸びずに終わった。タ

イヤ交換時期の繁忙期が終わり振り返ると、

燃料の高騰も影響してか、古いスタッドレス

を装着して帰るお客様が多かったと感じる。

（道北）

＜運輸業＞ 旅行需要は着実に回復に向かっ

ている一方、他社との価格競争、為替相場、

経営のポイント
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９．ホテル・旅館業

１０．その他非製造業

原油価格のボラティリティが高いことから、

業況は予断を許さない状況である。引き続

き、機動的な単価設定、コスト削減を行って

いく。（札幌）

＜運輸業＞ 世界情勢不安とコロナ禍で、軽

油代が上昇し続けている。また、半導体不足

により車輛修理の部品等が入手しにくくなっ

ていることもあり、車両維持コストの上昇も

避けられない。昨年度のような売上高の減少

はないが、経費の増加が懸念される。（道央）

＜バス会社＞ 道の補助金を活用した商品の

売れ行きが好調であるが、運行にかかるコス

トが上がっているため、増収がそのまま業績

回復につながっていない。今後は運賃の値上

げも視野に検討していく。（道央）

＜観光ホテル＞ 水際対策の緩和や全国旅行

支援の効果で１２月までは好調だが、１月以降

の全国旅行支援の再開時期が不明のため、１

月後半の予約が伸びない。施設の高付加価値

化を進め、利益率を高めていく。（道央）※１２

月初旬に回答

＜観光ホテル＞ 足元はコロナ第８波の影響

が少しでてきているが、消費マインドの回復

により、前年比の業況は改善基調にある。今

後は、インバウンドの回復が期待でき、さら

なる業況回復が見込まれるため、海外営業を

強化する。（道北）

＜都市ホテル＞ 業界全体としては緩やかな

回復傾向にあるが、知床地区は観光船事故の

影響もあり、今年度は大変不調である。当館と

しては、館内設備の改装工事を予定している

ため、来春以降の集客に期待している。（道東）

＜クリーニング業＞ コロナ禍で打撃を受け

た業績を回復させるため、コスト削減や効率

化に取り組んだが、その効果はエネルギーコ

ストの増大によって相殺されている。また、

コロナ禍で落ち込んだ売上は徐々に回復して

いることから、現状は出口の見えないエネル

ギーコスト高の方が業績へのインパクトは大

きい。（札幌）

＜建設コンサルタント＞ コロナ関連の影響

は少なく、売上利益は比較的落ち着いてい

る。人員は過剰感があるが、若手・中堅層が

不足しているので、技術力の低下を招かない

よう調整していく必要がある。業界として経

験者の数が少なく、中堅層の人材確保が難し

くなってきている。また、高齢化等により下

請企業の数が減少しており、労働力の確保は

将来的に厳しさが増すと予想される。（札幌）

＜廃棄物処理業＞ 人件費、燃料費、電気料

金等経費の高騰が重くのしかかっている。特

に人件費は、人手不足もあり、大幅な上昇は

避けられない。今後売上価格への転嫁をいか

にしていくかが大きな課題となっている。（道

央）

＜自動車整備業＞ 受注は好調だが、人手不

足が非常に問題となっている。当社にはベト

ナム・インドネシアの実習生が計１４名在籍し

ており、実習生に頼っているのが現状であ

る。現在は銀行の関連会社に依頼し、採用活

動を進めている。（道北）

経営のポイント
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全産業 製造業 食料品 木材･
木製品

鉄鋼･
金属製
品･機械

その他の
製造業

非製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル･
旅館業

その他の
非製造業

どちらでもない円安は不利 円安は有利

１．円安が経営に及ぼす影響〈図
表１〉

急速に進行した円安を踏まえ、道内企
業の経営に及ぼす影響について調査した
ところ、円安が経営にとって「有利」
（５％）、「不利」（６７％）、「どちらでもな
い」（２８％）となった。

２．円安がもたらしたプラスの影
響〈図表２〉

円安が「有利」と回答した企業のう
ち、もっとも多く回答された具体的な影
響は、運輸業等の非製造業を中心に「訪
日外国人客への販売が増加」（３８％）と
なった。

３．円安がもたらしたマイナスの
影響〈図表３〉

円安が「不利」と回答した企業のう

ち、具体的な影響の上位は、「仕入価
格、原材料・部品価格の上昇」（３５％）、
「燃料価格の上昇」（３１％）となった。

４．今後さらに円安が進行した場
合の対策〈図表４〉

「製品・商品・サービスの販売価格を
値上げする」（５９％）、「仕入先や調達先の
見直しを行う」（２６％）が上位となった。

５．望ましいドル円相場〈図表５〉

望ましいドル円相場の全産業平均は
１１５．９円となった。もっとも回答が多
かったのは、「１１０～１２０円未満」（３５％）、
次いで「１２０～１３０円未満」（３１％）となっ
た。

臨時調査

円安の進行は約７割が経営にとって不利
円安が道内企業の経営に及ぼす影響について

＜要約＞

〈図表１〉円安が経営に及ぼす影響
（n＝３５５）

※四捨五入の関係から合計が１００とならない場合がある。
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（n＝２１） （単位：％）

（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・木製品
鉄鋼・金属
製品・機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル・旅館業

その他の
非製造業

�訪日外国人客への販売が
増加

① ① ① ① ① ① ①
３８ １１ ０ ０ ０ １００ ５８ ０ ０ ６７ １００ ６７ ５０

�自社の生産量が増加 ② ① ① ① ② ①
１４ ２２ ０ ３３ ３３ ０ ８ ０ ５０ ０ ０ ０ ０

�取引先からの受注量が増
加

③ ① ① ①
１０ ２２ ５０ ０ ３３ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０

�為替差益が発生 ③ ① ① ①
１０ ２２ ５０ ０ ３３ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０

�輸出量が増加 ② ①
５ ０ ０ ０ ０ ０ ８ ０ ５０ ０ ０ ０ ０

�その他
２４ ２２ ０ ６７ ０ ０ ２５ ０ ０ ３３ ０ ３３ ５０

（n＝４５５） （単位：％）

（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・木製品
鉄鋼・金属
製品・機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル・旅館業

その他の
非製造業

�製品・商品・サービスの
販売価格を値上げする

① ① ① ① ① ① ① ① ① ① ① ① ①
５９ ６０ ５６ ５２ ６９ ６５ ５８ ６３ ５３ ５３ ７３ ６８ ４８

�仕入先や調達先の見直し
を行う

② ② ② ② ② ② ② ② ② ② ② ② ②
２６ ２３ ２３ １４ ２９ ２０ ２８ ２９ ２８ ３１ １５ ２６ ３０

�取扱品の削減や業容の縮
小を行う

③ ③ ③ ③ ③ ③ ③ ③ ③ ③ ③
６ ７ １１ １０ ０ ５ ６ ４ ９ ６ ０ ５ ７

�輸出を拡大する ③
３ ４ ５ ７ ２ ０ ２ ０ ５ ２ ０ ０ ２

�為替予約により、為替変
動リスク低減を図る

③ ③
２ ３ ４ １０ ０ ０ １ ０ １ ２ ４ ０ ２

�輸入を縮小する
１ １ ２ ０ ０ ０ １ ０ １ ４ ０ ０ ０

�海外拠点の新設や拡大を
行う ０ １ ０ ３ ０ ０ ０ ０ １ ０ ０ ０ ０

	海外拠点の縮小や撤退を
行う ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０


その他
３ ２ ０ ３ ０ １０ ４ ３ ０ ２ ８ ０ １１

（n＝６４６） （単位：％）

（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・木製品
鉄鋼・金属
製品・機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル・旅館業

その他の
非製造業

�仕入価格、原材料・部品
価格の上昇

① ① ① ① ① ① ① ① ① ① ② ① ①
３５ ３５ ３２ ３６ ３８ ３５ ３６ ３９ ３３ ３４ ３３ ３９ ３４

�燃料価格の上昇 ② ② ② ② ② ② ② ② ② ② ① ① ①
３１ ３０ ２９ ２９ ３６ ２７ ３１ ３０ ２８ ３０ ３８ ３９ ３４

�物価上昇に伴う消費マイ
ンドの落込み

③ ③ ③ ③ ③ ③ ③
１６ １５ １８ １９ ８ １６ １６ １１ ２５ ２２ １３ １３ １２

�コスト上昇分を価格に転
嫁できない

③ ③ ③ ③ ③ ③ ③
１５ １６ １９ １４ １４ １６ １４ １７ １０ １３ １５ ９ １８

�販売先からの値下げ要請
３ ３ ２ ０ ４ ５ ３ ４ ４ ０ ２ ０ ２

�その他
０ ０ ０ ２ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０

〈図表２〉円安がもたらしたプラスの影響（複数回答）

※○内数字は業種内の順位

〈図表３〉円安がもたらしたマイナスの影響（複数回答）

※○内数字は業種内の順位

〈図表４〉今後さらに円安が進行した場合の対策（複数回答）

※○内数字は業種内の順位

臨時調査
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120.0

115.0

110.0

（１㌦＝円）

製造業 食料品 木材･
木製品

鉄鋼･
金属製
品･機械

その他の
製造業

非製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル･
旅館業

その他の
非製造業

116.3116.3 116.7116.7

120.0120.0

113.9113.9
114.6114.6

115.7115.7
116.7116.7

115.2115.2 115.6115.6

113.2113.2

115.7115.7 116.1116.1

１ドル＝100円未満
1％

１ドル＝100円未満
1％

140円以上
2％

140円以上
2％

100～110円未満
17％

100～110円未満
17％

110～120円未満
35％

110～120円未満
35％

120～130円未満
31％

120～130円未満
31％

130～140円未満
14％

130～140円未満
14％

平均平均
115.9円115.9円

調査の目的と対象：アンケート方式による道内企業の経営動向把握
調査方法：調査票を配布し、郵送または電子メールにより回収
調査内容：円安が道内企業の経営に及ぼす影響について
回答期間：２０２２年１１月中旬～１２月中旬
本文中の略称
ｎ（number)
有効回答数

〈図表５－１〉望ましいドル円相場（全産業）

（n＝２６４）

〈図表５－２〉望ましいドル円相場の平均値（業種別）

調 査 要 項

企業数 構成比 地 域
全 道 ３６６ １００．０％
札幌市 １２６ ３４．４ 道央は札幌市を除く石狩、後志、

胆振、日高の各地域、空知地域南部道 央 ８１ ２２．１
道 南 ３８ １０．４ 渡島・檜山の各地域
道 北 ５４ １４．８ 上川・留萌・宗谷の各地域、空知地域北部

道 東 ６７ １８．３ 釧路・十勝・根室・オホーツクの各地域

地域別回答企業社数

調査
企業数

回答
企業数 回答率

全 産 業 ７００ ３６６ ５２．３％
製 造 業 １９９ １１１ ５５．８
食 料 品 ６８ ３８ ５５．９
木 材 ・ 木 製 品 ３３ ２２ ６６．７
鉄鋼・金属製品・機械 ６０ ３６ ６０．０
そ の 他 の 製 造 業 ３８ １５ ３９．５
非 製 造 業 ５０１ ２５５ ５０．９
建 設 業 １３９ ７９ ５６．８
卸 売 業 １００ ５０ ５０．０
小 売 業 ９７ ３８ ３９．２
運 輸 業 ５０ ２９ ５８．０
ホ テ ル ・ 旅 館 業 ３４ １５ ４４．１
その他の非製造業 ８１ ４４ ５４．３

業種別回答状況

臨時調査
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今回実施した「円安が道内企業の経営に及ぼす影響について」の調査では、急速に進行し

た円安がメリットとなった企業は、ごく一部に限られました。企業からは、エネルギー価格

や原材料等の高騰といった輸入物価上昇による悪影響をあげる声が多く寄せられ、内需型企

業が多いとされる北海道の産業構造をあらわす結果となりました。

以下で、企業から寄せられた生の声を紹介します。

１．食料品製造業

２．木材・木製品製造業

３．鉄鋼・金属製品・機械製造業

４．その他の製造業

＜製粉業＞ 円安は輸出企業や外貨建て資産

を持つ企業に有利であるが、当社にとってメ

リットはほぼない。また、大企業は為替リス

クをヘッジしているものだが、中小企業の大

半はできていない。中小企業の対応策として

は、アライアンスを進めるか、大企業化する

かのどちらかであると思われる。（札幌）

＜水産加工業＞ 円安を理由に輸入原料の単

価を上げられているが、これが円高になって

も、一度上がった単価は、なかなか下がらな

いのではと危惧している。（道南）

＜家具製造業＞ 輸出・輸入ともに行う当社

にとって、急激な円安はバランスをとるのが

難しい。（道北）

＜金属製品製造業＞ 原材料ほか電気料金等

の経費負担が増加しているため、粗利が低下

している。くわえて、景況感の悪化により施

主側の発注延期や中止が散見され、厳しい経

営環境となっている。ただし、円安でインバ

ウンド需要が増加すれば、人流回復とともに

施主側の設備更新需要も復活し、当社受注も

好転するのではと期待している。（札幌）

＜金属製品製造業＞ 材料価格が２０２０年１２月

～２０２１年３月頃から上昇しており、円安も進

んだ今では価格が当時の２倍になった。（道

央）

＜金属製品製造業＞ 原材料が鉄鋼製品のよ

うに全て輸入に頼る一方で、製品が建築鉄骨

のように全て国内消費だと、円安の恩恵を受

けることは全くできない。積極的に為替介入

を行い、少しでも円高に戻してほしい。（道

東）

＜コンクリート製品製造業＞ 円安等による

原材料価格の上昇が、事業継続を困難にする

ほど著しいため、公共工事の設計価格の見直

しを柔軟に実施してほしい。（札幌）

＜皮製品製造業＞ 今春は欧州産の輸入原材

料価格が上昇し、航空便と船便の運賃上昇も

合わさって仕入価格が急騰した。さらに、納

期が１ヶ月延びたため、春先に原材料の残高

が底となった。今はある程度まとめて仕入れ

ているが、その分資金回収が遅れるため、よ

り多くの運転資金が必要になっている。（道

北）

経営のポイント

円安によるコスト増が収益を圧迫、為替の安定を望む
〈企業の生の声〉
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５．建設業

６．卸売業

７．小売業

＜土木建設業＞ 資材価格が上昇しても、す

ぐには製品価格へ転嫁しづらいため、資材発

注が難しくなっている。（札幌）

＜建設業＞ 石油製品や燃料、鉄鋼製品、生

コンなど、価格上昇しても価格転嫁できない

ものがあり、厳しい収益環境が続くと予想し

ている。（道北）

＜住宅建築業＞ 円安は長期的にはサプライ

チェーンの国内回帰など景気浮揚につながる

が、当面は急速な為替変動による燃料高騰や

原価高騰などにより、利益縮小が続くと予想

している。当社としては、新築に手の届かな

い顧客に対する中古不動産の仲介や買取再販

に注力して、リノベーション需要を喚起し、

新築需要減少を補完していくこととしてい

る。業界としては、資金不足気味の事業所の

なかには、安値売りをしてでも運転資金確保

に走る先があらわれており、原燃料高騰を除

けば、デフレ状況はまだ暫く続くとみてい

る。（道央）

＜住宅建築業＞ 行政には、国内での自給自

足を促すような施策を特に木材でお願いした

い。（道央）

＜水産物卸売業＞ 円安局面では、コスト上

昇による収益悪化が先にあらわれるが、弊社

は卸売業であること、直接貿易を行っていな

いことから、円安そのものが有利不利という

考え方はしていない。結局は買い手がついて

こられるかが鍵となる。仮に今の為替水準が

継続したとしても、最終消費者の購買力が上

昇すれば、その効果が小売や卸に巡ってくる

と思われる。したがって、賃上げ支援策の継

続を希望すると同時に、購買力低下につなが

る増税には反対する。（札幌）

＜食料品卸売業＞ 諸外国の物価上昇と円安

という二重の圧力で海外原料の確保が厳しい

状況があり、加工業への影響も懸念される。

また、今後想定される金融引き締めへの移行

は、借入金利の上昇となって経営に大きく影

響を与えるため、その変化が急激とならない

よう対策が求められる。（道北）

＜作業用品店＞ 円安による仕入価格の上昇

は、為替予約や販売価格アップ等で対策して

いる。行政は、円安による物価上昇が続くと

しても、国民が十分対応できるよう減税や景

気喚起策を継続的に行ってほしい。（札幌）

＜宝石店＞ 急激な円安は手の打ちようがな

い。少しでも時間的猶予があるような為替変

動に留まことを期待したい。（札幌）

＜水産食料品小売＞ 鮭鱒の取扱いが多い当

社にとって、仕入価格高騰が一番の問題であ

る。円安で高騰する輸入品価格に引っ張ら

れ、国産ものの価格も上昇しているため、中

大手水産加工業者も輸入ものから国産ものに

原料を切り替えるなどしており、競争が激し

くなっている。行政へは、原料高騰を補うべ

く、道産加工品の宅配送料の補填など、消費

拡大政策を期待したい。（道東）

経営のポイント
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８．運輸業

９．ホテル・旅館業

１０．その他の非製造業

＜バス会社＞ 円安進行と輸入物価急騰によ

り、消費の落込みが予想される。国内、海外

への移動も抑制されることになり、売上の減

少を危惧している。（道央）

＜運輸業＞ 為替の影響のみではないが、原

材料、燃料の高騰が消費に与える影響が大き

い。特に地域の主要産業である酪農業におい

ては、飼料、肥料の価格高騰、コロナ禍によ

る生乳需要の減少、肉牛の価格低下など二重

三重にも影響を受ける結果となっている。当

社が取り扱う港湾作業にも直結し、今後取扱

い数量が大きく下振れするリスクがある。（道

東）

＜観光ホテル＞ 急速な円安進行が続けば、

蟹などの輸入食材が買えなくなり、また、人

手不足でも海外からのスタッフの雇用が難し

くなるなど、悪影響が出てくることを懸念し

ている。（道央）

＜都市ホテル＞ 来館者がインバウンド中心

であれば、円安によって外国人来館数の増加

が予想されるが、大半が国内客であるため多

くの需要は見込めない。（道東）

＜病院＞ 円安の進行は、食材費や水道光熱

費など物価上昇となって病院経営にも影響を

及ぼすため、診療報酬にも物価上昇を反映し

てほしい。（札幌）

＜廃棄物処理業＞ 産業廃棄物処理業にとっ

て円安は、金属等の素材売却単価の上昇とな

り売却収入の増加につながるが、燃料や電気

等のエネルギーコスト増加にもつながるた

め、痛し痒しの両面を持っている。やはり相

場が大きく変動せず、安定している方が計画

を立てやすく、好ましい。（道央）

＜観光施設運営＞ 円安によって商品の仕入

値が上がり販売価格に転嫁せざるを得ない

が、円安は海外観光客にとって有利になるた

め、今後に期待している。（道南）

経営のポイント
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― ２５ ― ほくよう調査レポート ２０２３年２月号

ポイント

●札幌市中心部では引き続き多数の不動産開発が進捗・計画されている。

●先行する福岡市では既に多くの建物が竣工しており、都市力を高めていると同時に空室率

が増加するなど副作用も出始めている。

１．はじめに

過去２回にわたって「札幌の都市開発～福岡市との比較を交えて～」というタイトルで、札

幌市都心部における都市開発の状況について寄稿しました。

前回執筆時から２年の間に開発計画はより具体化され、建築途中であった建物が多数竣工し

ました。さらに新たな老朽建物の建替が発表されるなど、多くの不動産開発が引き続き計画さ

れています。

本稿では、札幌市都心部の不動産開発の現状について、再度概観しました。今回も先行する

福岡市との比較を交えて、札幌市の不動産開発の今後を考えてみたいと思います。

２．札幌市都心部における不動産開発の動向・行政の動向

（１）不動産開発の動向

図表１は、札幌市や各事業主体のホームページ、新聞報道等で公表されている不動産開発計

画及びホテル開発計画をプロットしたものです（本稿執筆時（令和４年１２月頃）の地図）。ま

た、図表２では、中心部の代表的な開発事業の概要をまとめました。

●市街地再開発事業関連では、①札幌駅交流拠点北５西１・西２地区、②札幌駅南口北４西

３地区、③大通西４丁目南地区において準備組合が設立された。いずれも新幹線延伸開業

の前である２０２８年度（令和１０年度）の竣工を予定している。施工中の④北８西１地区、⑤

南２西３南西地区は、事業が順調に進捗している。⑥北４東６周辺地区、⑦北３東１１周辺

地区は事業が完了した。

●駅前通りでは事務所ビル（⑧札幌第一生命ビルディングなど）や大規模商業施設（⑩スス

キノラフィラなど）の建替えが計画されるなど、老朽建物の整備・更新が検討されてい

る。

●ホテル計画については、中心部の地区計画においてハイグレードホテルの開発が誘導され

ており、大規模開発事業の用途の１つとして高価格帯ホテルが計画されている。

●開発主体は、引き続き道外資本企業が中心であるものの、地元不動産開発会社や不動産開

発に積極的な事業法人等の参入も見られる。

札幌市都心部の不動産開発Ⅲ～福岡市との比較を交えて～
一般財団法人 日本不動産研究所

北海道支社（兼本社事業部都市開発推進室） 太田 祐介
九州支社 高田 卓巳
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図表１：札幌市中心部の不動産開発計画

資料：国土地理院の電子地形図に札幌市や各事業主体のホームページ、新聞報道等の情報を追記して掲載

図表２：札幌市中心部の主要プロジェクト一覧

資料：札幌市や各事業主体のホームページ、新聞報道等の情報をもとに当研究所が作成
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（２）行政の動向

行政もまちづくりに係る下記の施策を導入しており、民間事業者による不動産開発を後押し

しています。

① 「都心における開発誘導方針」等の改定

「都心における開発誘導方針」は、札幌市中心部での不動産開発における容積率の緩和等

に関する運用の考え方を明示することにより、既存建物の建替・更新を促進し、民間事業者

による不動産開発の誘導を目的に策定された方針です（平成３０年１２月策定）。令和４年の改

定では「脱炭素化推進」・「ハイグレードホテル整備」により容積率緩和を適用することが追

加されました。この「方針」に定めた内容は、「札幌駅前通北街区」や「大通Tゾーン札幌

駅前通地区」等の「緩和型地区計画」に落とし込まれています。

昨今の不動産開発事業は、開発主体である民間から事業計画を持ち込む提案型のまちづく

りが主流となっています。札幌市が「方針」と具体的な「地区計画」を定めることで、開発

主体にとっては、容積率緩和のための地域貢献項目が多様化かつ明確化され、事業計画を立

てやすくなるといった利点があります。一方、札幌市としても、「方針」に沿った不動産開

発を長期的な視野で誘導することで、民間活力を利用して老朽建物やインフラを含めたまち

全体の機能更新を達成することができます。

② 「大札新パートナーズ」の設立

令和４年７月、札幌市は、今後想定される大量のオフィス供給を企業誘致につなげるた

め、官民で誘致組織「大札新パートナーズ」を設立しました。首都圏で企業誘致セミナーの

開催、札幌市中心部における再開発の情報を発信するなど、道外からの企業進出につなげて

いくことを目指すとしています。

３．福岡市との比較

ここでは、経済規模等において類似性を有する福岡市と不動産開発に係る背景・制度等を比

較し、その共通点・相違点を考えてみたいと思います。

（１）福岡市の不動産開発の動向

① 不動産開発の動向

福岡市の「天神ビッグバン」は航空法の高さ制限緩和や容積率緩和等の規制緩和によって

老朽化したビルの建替誘導や快適な公共空間の整備等を行う事業で、同事業は市中心部の不

動産開発を加速させました。下記地図は「天神ビッグバン」と「博多コネクティッド」認定

ビルのほか、大規模計画を記載したものです。「博多コネクティッド」は「天神ビッグバン」

の博多駅エリア版ですが、こちらは航空法の高さ制限緩和が行われていません。貸室面積が

わかっているビルだけでもその合計は実に約７．２万坪になります。
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図表３：福岡市中心部の不動産開発計画

資料：国土地理院の電子地形図に各事業主体のホームページ、新聞報道等の情報を追記して掲載

図表４：「天神ビッグバン」の牽引役となった三大プロジェクトの現況写真

ｏ．３１７（カラー）　ＩＣＳ　１７５線／本文　※柱に注意！　柱「ほくよう」に変更／０２５～０３２　寄稿  2023.01.12 11.32.06  Page 28 



寄稿

― ２９ ― ほくよう調査レポート ２０２３年２月号

図表５：福岡ビジネス地区の貸室面積等の推移

資料：三鬼商事株式会社公表データをもとに当研究所が作成

福岡市の強みの一つが市中心部から空港に近いことですが、空港に近いゆえに市中心部の

建物高さは航空法によって制限されます。そのため、既存ビルは現行建築基準法に基づいて

建替えを行うと、高さ制限がネックとなって建替え前よりも床面積が減るケースがあり、な

かなか建替えが進みませんでした。福岡市は「天神ビッグバン」でこの障害を取り除くこと

で、都市の成長のために避けて通れなかった老朽化ビルの建替えという課題を短期間で見事

に解決しました。

② 急激な再開発の副作用

福岡市は「天神ビッグバン」に期限を設け、短期間で市中心部の老朽化ビルの連鎖的な再

開発誘導に成功しました。しかし、一方でその副作用も生まれています。

図表５は、福岡ビジネス地区の平成２年以降の貸室面積等の推移です。これによるとリー

マンショック以降令和２年まで、ビル数・貸室面積はほとんど増加していなかったことがわ

かります。これはリーマンショックで開発事業者がオフィス開発に極端に消極的になってし

まった影響です。伸びる需要に対して貸室面積が増加しないため空室率は顕著に低下し、令

和元年には１％台となります。空室率が低下すると開発事業者は一斉にオフィス開発に着手

します。その結果、令和２年１２月から令和４年１０月までの約２年間で貸室面積は約３．７万坪

増加し、「天神ビッグバン」期限の令和６年頃までにはさらに最低約３．６万坪の増加が見込ま

れます。リーマンショック前の２年間で貸室面積は約５．２万坪増加していますが、それを凌

ぐ大量供給になるのです。

１％台だった空室率は、大量供給見込みに加えて新型コロナウイルスの感染拡大も重なっ

て上昇に転じ、既に借手優位の転換点といわれる５％程度になっています。さらに、これか

ら竣工を迎えるビルのテナント誘致活動も難航が伝えられていて、空室率の更なる上昇は避

けられない状況です。急激な再開発はこうした副作用を生み出しています。
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図表６：三大都市・札幌市・福岡市の人口増加率と生産年齢人口比率の推移

資料：総務省国勢調査をもとに当研究所が作成

③ 次のステージへ（世界の地方中核都市との国際競争に勝つために）

福岡市は「天神ビッグバン」による建替えで雇用者数を２．４倍にする数値目標も掲げてい

ます。目標達成のためには市外からいかに多くの企業を誘致できるかが重要になります。企

業に福岡市進出を決断してもらうためには、最新のオフィスがあるだけではだめで、まずは

その企業の事業の舞台が福岡市にあるかどうかであり、そのために福岡市は今後も市の生産

性を高める施策を実行し、民間の事業の舞台を創出して投資を呼び込む努力を地道に続けな

ければなりません。そしてそれは雇用者数増加だけでなく、前回執筆時に指摘した欧米との

飛行機直行便や外資系ファイブスターホテルの更なる誘致にもつながっていくはずです。

一方、総務省国勢調査をもとに、横軸に前回調査からの人口増加率、縦軸に各回調査時の

生産年齢人口比率をプロットしたものが下記グラフです。都市の成長には生産年齢人口キー

プが重要ですが、人口増加が顕著な福岡市も生産年齢人口減少に全く歯止めがかかっていま

せん。福岡市も他都市同様、出生率低下が顕著ですが、福岡市には大学や専門学校が多く九

州各県から学生が来てくれて人口は増加しています。しかし、せっかく来てくれた学生も市

内に十分な就職先がなく就職と同時に市外に出ていきます。生産年齢人口キープの観点から

も、学生が就職したい企業が福岡市にもっともっと増えていくことが重要です。

先頃行われた福岡市長選において、圧倒的得票率で４選を果たした�島市長は、当選後す
ぐに、令和５年３月開業予定の地下鉄七隈線「博多」駅と福岡空港国際線ターミナルを結ぶ

計画や、地下鉄空港線「姪浜」駅と地下鉄七隈線「橋本」駅を結ぶ計画の検討をはじめるこ

とを明らかにしました。また、九州大学箱崎キャンパス跡地（約５０ha）でMaaS・シェアリ

ングサービス・IoT等を導入して先進的まちづくりを目指すプロジェクト「FUKUOKA

Smart EAST」は、事業者公募が新型コロナウイルスの影響で２度延期となりましたが、い
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よいよ公募が実施されるようです。

福岡市は市の生産性を高めて世界の地方中核都市との国際競争に勝つために、「天神ビッ

グバン」の次のステージに進む準備をはじめています。

参考文献：ルチル・シャルマ著「シャルマの未来予測 これから成長する国 沈む国」（東洋経済

新報社）平成３０年４月

久保隆行著「都市・地域のグローバル競争戦略」（時事通信社）平成３１年１月

（２）福岡市との比較（共通点・相違点）

札幌市と福岡市の不動産開発環境には共通点もあれば、相違点も見られます。

共通点は、両市とも建物の老朽化を契機として再開発の機運が盛り上がっていることです。

札幌市では、２０３０年（令和１２年）の新幹線延伸開業と冬季五輪誘致がスケジュール上の目標と

なっていることもあるでしょう。さらに、行政による容積インセンティブ制度の活用も共通点

と言えます。両市ともに不動産開発を後押しすると同時に行政が目指す都市開発へ誘導する仕

組みが設けられています。

一方、札幌市の再開発で見られる特徴（相違点）としては、図表１，２のとおり事業規模が大

きい点が挙げられます。札幌市の開発主体は道外資本企業が中心となることが多いです。これ

はプレイヤーとなる地元資本の不動産会社や事業会社が相対的に少ないこともありますが、各

地区の事業規模が大きいため、経験豊富で資金力もある大手デベロッパーが事業者に選ばれて

いると考えられます。

４．まとめ

筆者は、街の特性から札幌市は再開発事業に適した都市だと考えます。

札幌市の広い道路に囲まれた街区は、ほぼ正方形で約１haの規模があり、主要なプロジェク

トは広い街区をそのまま敷地としています。大きく魅力的な建物を作るためには、なるべく広

くて形状の良い敷地が必要であり、全国のまちづくりプレイヤーは、そのような敷地を作るこ

とに頭を悩ませています。道路インフラも札幌市の強みです。容積率の緩和を受けて大きな建

物を計画するとき、それに耐えうるインフラ基盤の整備が求められます。周囲の道路が狭けれ

ば土地の一部を道路用地等として提供するしかありません。札幌市には開拓時代に作られた碁

盤の目の街並みがあり、整形な街区や広い道路が現代のまちづくりの土台として生かされてい

るといってよいでしょう。

また、経済的には不動産開発により高い収益性が期待できる点も魅力となっています。最近

は札幌市の不動産価格、賃料水準もかなり上昇してきましたが、全国の主要都市との比較では

相対的に低い水準にあるといわれており、投資対象としての伸び代に妙味を感じる事業者や投

資家の注目が集まっています。

一方、ビルができた後の運営面については、課題が残ります。

図表７は３（１）②で示した図表５と同じ趣旨で、札幌市中心部のビル数・貸室面積等の推

移についてまとめたグラフです。平成２９年あたりから貸室面積と成約面積にほぼ差がなく、現
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図表７：札幌ビジネス地区の貸室面積等の推移

資料：三鬼商事株式会社公表データをもとに当研究所が作成

在の札幌市のオフィス賃貸市場は、空室率が１～２％の活況であり、貸し手優位の市場といえ

るでしょう。福岡市と同様、リーマンショック以降の札幌市内のビル数や貸室面積にほとんど

変動はなく、借り手の需要に対してビルの供給が追い付いていないとも解釈できます。

しかし、今後はどうでしょうか。現在計画中のビルが竣工を迎えると、今まで変化がなかっ

た貸室面積が増加し、その結果、先行する福岡市が直面しているような空室率の上昇は避けて

通れないと考えます。特に、市内の主要なプロジェクトが一斉に２０２８年度（令和１０年度）の竣

工を目指しており、当該時期までに建設予定のオフィスビルの床面積は２８万４千㎡といわれて

います（令和４年８月１２日付北海道新聞朝刊「札幌オフィス大量供給 新幹線延伸へ大型開発

集中」）。かつて経験したことのない大量供給が起こることで空室率がさらに上昇するかもしれ

ないという点については、注視していかなければなりません。

図表６のとおり、札幌市の人口増加率や生産年齢人口は他の主要都市よりも早いペースで低

下を迎えています。今後、次々と竣工していく建物を雇用や賑わいを創出する場としていくた

めには、福岡市の経験から学びつつ今からその準備を始め、地元だけでなく道外や海外の企業

を含めて運営の担い手を広く募っていく必要があるでしょう。

以上
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コラム 人生１００年時代を生きる

お父さんの健康を守るには健康な前立腺が必要
たかが・・・、されど・・・

昨年、「健康」をテーマに７月に函館・釧路、９月に札幌、１０月に帯広で講演会を開催しまし
た。その際、中高年男性の前立腺の病気を取り上げましたので、これから隔月全６回の連載で前
半は前立腺がんを、後半は肥大症を取りあげ講演の要点を提供いたします。今回のテーマは「前
立腺がんを早く見つけるにはPSA検査が重要」です。

第１回 前立腺特異抗原（PSA）で前立腺がんを早期に発見する

昨年の１０月の新聞に、天皇陛下の血液中の前立腺特異抗原（PSA、詳細は以下で説明）の値が
高いのでさらに検査するとの報道がありました（１）。その後、前立腺の磁気共鳴画像法（MRI）
と針生検が行われその結果は特別なものではなかったとのことで誰もが安堵いたしました。上皇
陛下のこともあって天皇陛下もPSAを定期的に調べられていたのでしょう。他のがんも同様です
が前立腺がんも早期に発見し適切な治療を受ければ治療経過は順調です。しかも、幸いなことに
このがんを早期に発見できる方法があります。それが血液のPSA検査です。

１．PSAとは
もともと、このPSAは精液の粘り気を調節するたんぱく分解酵素の１つで、この酵素の働きが
なければ精子の運動が妨げられ受精がうまく進まない原因になります。PSAは血液の中にも出て
いて、中高年以降では前立腺がんを早期に発見するという別の極めて重要な役割があります。も
ちろん、このPSA検査ですべての早期がんを発見することはできませんが、現在、この目的のた
めに利用できる検査法では最も優れています。このように青壮年の時には受精に関係していた
PSAが、その意味ではもはや無用となった年齢になったと思いきや、まったく別の目的で大いに
役に立つというわけです。

２．がんの発見割合はPSA値と関係する

図 PSA値とがん発見の割合

がん発見のためのPSAの基準値は、４．０（ng/ml）とされ
ていますが、それを年齢階層別に設定することも行われて
います。６５～６９歳では３．５、６５歳未満では３．０とします
（４）。がんが見つかる割合は、PSAの値により上昇します
（図）（２）。低い値で発見するほうが早期がんの確率が高い
ので１０以下で見つけるのが理想です。しかし、PSA検査に
も問題点があります。それは、異常値を示した場合にすべ
てががんとは限らないことです。なお、がん発見のために
何歳までPSA検査を受ける必要があるのかにはコンセンサ
スがありません。現在のところ健康な高齢者でも７５～８０歳が１つの目安と思われますが、暦年齢
のみの上限は設けないとする考えもあります（３，４）。

３．治療効果を見るうえでもPSAは有用
治療については後の連載で説明しますが、治療の効果を判定するには血液中のPSAの動きを見

ることが最適です。診断の場合と異なりあまり当たりはずれがありません。手術でも放射線治療
でも効果があれば低下がはっきりします。ホルモン治療でも同様で劇的に低下することもありま
す。逆に治療の途中でPSAが上昇してくる場合には、その治療の効果が次第に低下してきたこと
を示します。このようにPSAの変化で治療効果が評価できます。

参考文献
（１） 天皇陛下がMRI検査．北海道新聞 ２０２２年１０月４日朝刊．
（２） 前立腺がん検診テキスト．（財）前立腺研究財団編．
（３） 日本泌尿器科学会 編．２０１６年版 前立腺癌 診療ガイドライン、メディカルレビュー社、２０１６．
（４） 日本泌尿器科学会 編．２０１８年版 前立腺がん 検診ガイドライン、メディカルレビュー社、２０１８．

２０２３年１月１２日 北海道二十一世紀総合研究所 塚本 泰司
（前 札幌医科大学 理事長・学長）
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年月

鉱工業指数
生産指数 出荷指数 在庫指数

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国
２０１５年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２０１５年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２０１５年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２０１５年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２０１５年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２０１５年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２０１８年度 ９８．２ △２．１ １０３．８ ０．３ ９８．２ △３．２ １０２．６ ０．２ １０１．２ ３．３ ９８．９ ０．２
２０１９年度 ９２．６ △５．７ ９９．９ △３．８ ９２．１ △６．２ ９８．９ △３．６ １０８．８ ７．５ １０１．７ ２．８
２０２０年度 ８３．３ △１０．０ ９０．３ △９．６ ８３．３ △９．６ ８９．２ △９．８ ８５．４ △２１．５ ９１．５ △１０．０
２０２１年度 ８８．６ ６．４ ９５．５ ５．８ ８９．５ ７．４ ９３．３ ４．６ ８７．８ ２．８ ９７．７ ６．８

２０２１年７～９月 ９０．１ ０．８ ９４．７ △１．９ ９１．４ △０．２ ９２．２ △３．３ ８８．３ １．６ ９７．９ ２．３
１０～１２月 ８６．３ △４．２ ９４．９ ０．２ ８６．８ △５．０ ９２．４ ０．２ ８９．１ ０．９ ９９．９ ２．０

２０２２年１～３月 ８８．８ ２．９ ９５．７ ０．８ ８８．４ １．８ ９２．９ ０．５ ９１．１ ２．２ １００．９ １．０
４～６月 ８７．５ △１．５ ９３．１ △２．７ ８９．２ ０．９ ９２．０ △１．０ ８８．３ △３．１ ９９．６ △１．３
７～９月 ８６．０ △１．７ ９８．５ ５．８ ８５．５ △４．１ ９５．８ ４．１ ８６．８ △１．７ １０３．８ ４．２

２０２１年 １１月 ８６．１ △１．１ ９６．４ ５．０ ８６．８ △１．３ ９３．９ ５．４ ８９．４ △０．４ ９９．８ １．４
１２月 ８５．８ △０．３ ９６．６ ０．２ ８５．８ △１．２ ９４．１ ０．２ ８９．１ △０．３ ９９．９ ０．１

２０２２年 １月 ８８．５ ３．１ ９４．３ △２．４ ８９．０ ３．７ ９２．７ △１．５ ９２．３ ３．６ ９９．２ △０．７
２月 ８７．２ △１．５ ９６．２ ２．０ ８７．４ △１．８ ９２．７ ０．０ ８９．４ △３．１ １０１．３ ２．１
３月 ９０．７ ４．０ ９６．５ ０．３ ８８．９ １．７ ９３．３ ０．６ ９１．１ １．９ １００．９ △０．４
４月 ９０．８ ０．１ ９５．１ △１．５ ９２．３ ３．８ ９３．０ △０．３ ９１．５ ０．４ ９８．６ △２．３
５月 ８６．６ △４．６ ８８．０ △７．５ ８９．４ △３．１ ８９．２ △４．１ ８８．９ △２．８ ９７．７ △０．９
６月 ８５．１ △１．７ ９６．１ ９．２ ８６．０ △３．８ ９３．７ ５．０ ８８．３ △０．７ ９９．６ １．９
７月 ８６．１ １．２ ９６．９ ０．８ ８４．６ △１．６ ９４．８ １．２ ８７．０ △１．５ １００．２ ０．６
８月 ８６．３ ０．２ １００．２ ３．４ ８５．７ １．３ ９７．５ ２．８ ８６．７ △０．３ １００．９ ０．７
９月 ８５．６ △０．８ ９８．５ △１．７ ８６．３ ０．７ ９５．１ △２．５ ８６．８ ０．１ １０３．８ ２．９
１０月 r ８６．９ １．５ ９５．３ △３．２ r ８８．２ ２．２ ９３．５ △１．７ r ８６．８ ０．０ １０３．３ △０．５
１１月 p８３．３ △４．１ ９５．５ ０．２ p８２．８ △６．１ ９３．４ △０．１ p８８．１ １．５ １０３．６ ０．３

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■鉱工業生産指数の年度は原指数による。
■「p」は速報値、「r」は修正値。

年月

百貨店・スーパー販売額
百貨店・スーパー計 百貨店 スーパー

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）
２０１８年度 ９６５，８７１ ０．４ １９５，４７７△０．４ ２００，４５９ △０．４ ６３，９８１ △２．１ ７６５，４１１ ０．６ １３１，４９７ ０．５
２０１９年度 ９５６，６０６△１．４ １９３，４５７△１．６ １８６，２９０ △７．１ ６０，４２５ △５．６ ７７０，３１７ ０．１ １３３，０３２ ０．２
２０２０年度 ９７０，２４１△３．４ １９６，２９７△５．１ １３５，１５２ △２７．５ ４５，６１２ △２４．５ ８３５，０８９ ２．０ １５０，６８５ ２．９
２０２１年度 ９７８，０４１ ０．８ １９９，９７８ １．９ １４４，７６３ ７．１ ４９，６８３ ８．９ ８３３，２７７ △０．２ １５０，２９５ △０．３

２０２１年７～９月 ２３９，５８４△１．３ ４８，７７９△１．４ ３２，７５９ △９．４ １１，０９９ △４．８ ２０６，８２５ ０．１ ３７，６７９ △０．４
１０～１２月 ２６５，８５０ １．５ ５４，９８８ １．６ ４７，１２６ １３．２ １５，７７３ ６．４ ２１８，７２４ △０．８ ３９，２１６ △０．２

２０２２年１～３月 ２３８，４８８ ０．６ ４８，８５６ １．９ ３５，４９３ △１．２ １２，３８９ ５．６ ２０２，９９５ ０．９ ３６，４６６ ０．７
４～６月 ２４２，２４９ ３．５ ４９，７８６ ５．１ ３７，９２１ ２９．０ １３，０５８ ２５．３ ２０４，３２８ △０．２ ３６，７２７ △０．６
７～９月 ２４６，６３４ ２．９ ５０，７８４ ４．１ ３９，７４１ ２１．３ １２，９３９ １６．６ ２０６，８９３ ０．０ ３７，８４４ ０．４

２０２１年 １１月 ８１，９７９ ２．１ １７，０７８ １．８ １４，３００ ２５．０ ４，９７５ ７．５ ６７，６７９ △１．７ １２，１０３ △０．４
１２月 １０３，５９９ ０．４ ２１，３９２ １．７ １９，４６４ １２．４ ６，５３２ ８．３ ８４，１３６ △２．０ １４，８６０ △０．９

２０２２年 １月 ８１，１４３ ０．６ １６，７６７ ３．０ １２，０１８ ７．０ ４，１６３ １４．５ ６９，１２５ △０．４ １２，６０４ △０．３
２月 ７３，８５５△１．１ １５，０３６ ０．５ ９，５４４ △１３．２ ３，５１６ △１．８ ６４，３１１ １．０ １１，５２０ １．２
３月 ８３，４９０ ２．１ １７，０５３ ２．１ １３，９３０ １．７ ４，７１１ ４．２ ６９，５６０ ２．２ １２，３４２ １．３
４月 ７９，９８２ ２．６ １６，２４２ ４．６ １２，２１４ １３．１ ４，１８１ １８．２ ６７，７６８ ０．９ １２，０６１ ０．６
５月 ８１，６５８ ６．４ １６，８０９ ９．１ １２，７２４ ５７．４ ４，３０１ ５５．３ ６８，９３４ ０．４ １２，５０９ △１．１
６月 ８０，６０９ １．５ １６，７３５ １．９ １２，９８２ ２３．６ ４，５７７ １１．２ ６７，６２７ △１．９ １２，１５８ △１．２
７月 ８４，６９０ ３．１ １７，７０４ ３．３ １４，２４１ １７．８ ４，８５４ ８．９ ７０，４４９ ０．６ １２，８５０ １．３
８月 ８２，２６４ １．７ １６，７７６ ４．３ １２，１３６ ２４．２ ３，８６９ ２４．７ ７０，１２７ △１．４ １２，９０７ △０．５
９月 ７９，６８０ ４．１ １６，３０４ ４．８ １３，３６４ ２２．６ ４，２１７ １９．１ ６６，３１６ １．０ １２，０８８ ０．５
１０月 ８３，２６２ ３．７ １７，３２６ ４．９ １４，５９９ ９．３ ４，７３０ １０．９ ６８，６６３ ２．６ １２，５９５ ２．８
１１月 ８４，２４８ ２．８ １７，５９０ ３．０ １４，８６９ ４．０ ５，１７７ ４．１ ６９，３７９ ２．５ １２，４１３ ２．６

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■百貨店・スーパー販売額の前年同月比は全店ベースによる。
■「p」は速報値、「r」は修正値。
■２０２０年３月に対象事業所の見直しを行ったため、これに関わる前年（度、同期、同月）比増減率は、ギャップを調整するリンク
係数で処理した数値で計算している。

主要経済指標（１）

― ３４ ―ほくよう調査レポート ２０２３年２月号

ｏ．３１７（カラー）　ＩＣＳ　１７５線／本文　※柱に注意！　柱「ほくよう」に変更／０３４～０３７　主要経済指標  2023.01.19 16.03.25  Page 34 



年月

専門量販店販売額
家電大型専門店 ドラッグストア ホームセンター

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）
２０１８年度 １４４，９８４ ２．６ ４４，２０３ ２．１ ２６５，８６７ ４．３ ６４，６６７ ５．３ １３３，９７７ ２．８ ３２，７７５ △０．４
２０１９年度 １４９，０７０ ２．８ ４５，２１１ ２．２ ２８３，４９０ ６．６ ７０，０９６ ７．１ １３３，４０９ △０．４ ３３，０１０ ０．７
２０２０年度 １５５，９６１ ４．６ ４９，１７２ ８．４ ２８１，６９０ △０．６ ７２，３４２ ３．２ １４０，４４９ ５．３ ３５，２１１ ６．７
２０２１年度 １５１，７５９△２．７ ４６，８７９△４．７ ２８２，２７４ ０．２ ７３，９２２ ２．２ １３８，４３７ △１．４ ３３，６８３ △４．３

２０２１年７～９月 ３９，４７３ ３．１ １１，６７０△８．５ ７３，３０２ ０．９ １８，８０１ １．９ ３５，６１０ ０．０ ８，３６５ △６．８
１０～１２月 ３８，３７４△７．６ １１，８１８△６．２ ６９，７３０ △１．３ １８，５７１ ２．２ ３６，５９２ △０．９ ８，８０７ △２．９

２０２２年１～３月 ３９，１７０△１．４ １２，２３８ ０．１ ６８，７１８ ２．１ １８，２０２ ４．９ ２５，８２４ △４．４ ７，４２２ △２．９
４～６月 ３６，８３２ ６．０ １１，２０９ ０．５ ７１，１７４ ０．９ １８，８５１ ２．７ ３９，９９２ △１．０ ８，８９８ △２．１
７～９月 ３６，００７△８．８ １１，６８８ ０．２ ７５，１５３ ２．５ １９，９０６ ５．９ ３４，３８８ △３．４ ８，１８６ △２．１

２０２１年 １１月 １１，８３９△１３．４ ３，５７９△１０．６ ２３，０１１ △３．０ ５，９０９ １．１ １１，１９６ △４．０ ２，７０８ △４．０
１２月 １４，７２０△７．９ ４，７２８△８．３ ２３，８２０ ０．０ ６，５８１ １．２ １３，８２３ ０．１ ３，３０２ △４．３

２０２２年 １月 １２，８４５△５．２ ４，２３５△１．７ ２３，８９９ △１．２ ６，１７５ ５．７ ９，０５４ △１．２ ２，５０５ △２．６
２月 １０，３３７△８．６ ３，４６６△０．８ ２３，４６７ ５．９ ５，８０２ ４．５ ７，３６３ △４．１ ２，２４６ △４．１
３月 １５，９８８ ７．５ ４，５３６ ２．６ ２１，３５２ １．９ ６，２２５ ４．６ ９，４０７ △７．５ ２，６７１ △２．２
４月 １２，６１７ ９．３ ３，５７８ １．４ ２３，９４３ ２．２ ６，１８９ ３．１ １３，４３２ ４．８ ２，９８６ △１．５
５月 １２，５０８ ８．６ ３，７０４△３．３ ２３，３１８ ２．８ ６，２８４ １．７ １４，４７８ ０．０ ３，１０１ △３．９
６月 １１，７０７ ０．２ ３，９２７ ３．５ ２３，９１３ △２．１ ６，３７８ ３．４ １２，０８２ △７．８ ２，８１１ △０．７
７月 １２，９６７△１１．８ ４，２７６△３．３ ２４，５７８ ２．３ ６，７６４ ６．８ １２，４８７ △５．２ ２，８７４ △２．２
８月 １０，９９９△１３．２ ３，６３５△１．７ ２５，８３４ ２．８ ６，７７４ ５．３ １１，３７３ △２．０ ２，７４２ △１．１
９月 １２，０４１△０．４ ３，７７７ ６．４ ２４，７４１ ２．５ ６，３６９ ５．６ １０，５２８ △２．８ ２，５６９ △３．２
１０月 １１，６６８△１．２ ３，５１６ ０．１ ２３，８４５ ４．１ ６，４５０ ６．１ １１，８８７ ２．７ ２，８４６ １．７
１１月 １１，３７６△３．９ ３，５８９ ０．３ ２４，７０７ ７．４ ６，３７３ ７．９ １１，１８２ △０．１ ２，６７３ △１．３

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■ドラッグストアの一部事業所の数値の訂正があり、２０１８年１月～１２月分まで遡及して訂正（年間補正）を行ったため、これに関
わる前年（度、同期、同月）比増減率は、リンク係数で処理した数値で計算している。

年月

コンビニエンスストア販売額 消費支出（二人以上の世帯） 来道者数 外国人入国者数

北海道 全国 北海道 全国 北海道 北海道

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 円 前 年 同
月比（％） 円 前 年 同

月比（％） 千人 前 年 同
月比（％） 千人 前 年 同

月比（％）
２０１８年度 ５７３，４０８ １．４ １２０，５０５ ２．１ ２５５，２１０ △３．５ ２８９，００７ １．６ １３，５４６ △１．７ １，８８４ ８．５
２０１９年度 ５８２，４１４ １．６ １２１，７４８ １．０ ２７２，９７６ ７．０ ２９１，２３５ ０．８ １３，２６７ △２．１ １，５８４ △１５．９
２０２０年度 ５６２，６６４△３．４ １１５，６００△５．０ ２６４，５９０ △３．１ ２７６，１６７ △５．２ ４，６０１ △６５．３ ０ △１００．０
２０２１年度 ５７３，７９２ ２．０ １１８，０４３ ２．４ ２６３，７３３ △０．３ ２８０，９３５ １．７ ６，３７６ ３８．６ ０ △５７．１

２０２１年７～９月 １５３，６８６ １．５ ３０，６４８ ２．０ ２４４，９０２ △１０．８ ２６６，５５１ △１．７ １，６２６ ７．３ ０ ５０．０
１０～１２月 １４４，２００ ０．９ ３０，０９５ ０．９ ２７２，６８１ △０．８ ２９２，０７７ △０．１ ２，１４１ ２８．６ ０ △１００．０

２０２２年１～３月 １３６，１６９ ３．４ ２８，２１８ １．８ ２７１，３８４ ７．２ ２８４，３１６ ２．８ １，５６５ ６６．８ ０ △１００．０
４～６月 １４６，１２５ ４．６ ３０，０９３ ３．５ ２６５，１８２ △０．３ ２８９，６９４ ３．２ ２，３１４ １２１．６ ０ －
７～９月 １５９，７４０ ３．９ ３１，７７０ ３．７ ２６８，３７４ ９．６ ２８５，４２９ ７．１ ３，３１３ １０３．８ ４６８１３３．３

２０２１年 １１月 ４５，６８７ ０．３ ９，５７２△１．０ ２６７，７６２ ５．１ ２７７，０２９ △０．６ ６９０ ２０．９ ０ －
１２月 ５０，９６０ ２．９ １０，５９６ ３．８ ３０９，１５４ △２．６ ３１７，２０６ ０．７ ８１７ １０１．４ ０ △１００．０

２０２２年 １月 ４６，１３３ ３．８ ９，５３７ ２．９ ２７１，６４４ １２．９ ２８７，８０１ ７．５ ５４８ １２６．８ ０ △１００．０
２月 ４２，６１２ ３．３ ８，７２１ ０．６ ２６２，４８１ １６．７ ２５７，８８７ ２．２ ３７８ ５３．３ ０ －
３月 ４７，４２４ ３．０ ９，９６０ １．７ ２８０，０２７ △４．７ ３０７，２６１ △０．８ ６３９ ４１．９ ０ －
４月 ４７，３００ ３．９ ９，８７３ ２．７ ２８２，４５７ ３．８ ３０４，５１０ １．２ ６４８ ５８．９ ０ －
５月 ４９，０９３ ５．５ １０，０７８ ３．５ ２５８，８３６ △４．４ ２８７，６８７ ２．４ ７８５ １４７．９ ０ －
６月 ４９，７３２ ４．３ １０，１４１ ４．２ ２５４，２５２ △０．４ ２７６，８８５ ６．４ ８８１ １７５．６ ０ －
７月 ５４，５１１ ３．７ １０，８４４ ３．４ ２６０，２４７ １．７ ２８５，３１３ ６．６ １，０５４ ８６．４ １４６７００．０
８月 ５３，９９８ ５．３ １０，７２０ ５．２ ２７９，４０２ １５．９ ２８９，９７４ ８．８ １，２０５ ９７．４ ２ －
９月 ５１，２３１ ２．８ １０，２０６ ２．３ ２６５，４７３ １１．６ ２８０，９９９ ５．９ １，０５３ １３４．１ ０１４８３３．３
１０月 ５１，４７８ ８．３ １０，５７７ ６．５ ２９５，２４５ ２２．４ ２９８，００６ ５．７ １，０４４ ６４．７ ２ －
１１月 ４９，０６９ ７．４ １０，３２４ ７．９ ３２６，４４４ ２１．９ ２８５，９４７ ３．２ ９１８ ３３．０ p ２３ －

資料 経済産業省、北海道経済産業局 総務省、北海道 �北海道観光振興機構 法務省

■コンビニエンスストア販売額の前年同月比は全店
ベースによる。

■年度および四半期の数値は月平均
値。

■「p」は速報値。

主要経済指標（２）

― ３５ ― ほくよう調査レポート ２０２３年２月号

ｏ．３１７（カラー）　ＩＣＳ　１７５線／本文　※柱に注意！　柱「ほくよう」に変更／０３４～０３７　主要経済指標  2023.01.19 16.03.25  Page 35 



年月

新設住宅着工戸数 民間非居住用建築物着工床面積 機械受注実績

北海道 全国 北海道 全国 全国

戸 前 年 同
月比（％） 百 戸 前 年 同

月比（％） 千㎡ 前 年 同
月比（％） 千㎡ 前 年 同

月比（％） 億 円 前 年 同
月比（％）

２０１８年度 ３５，７６１ △３．５ ９，５２９ ０．７ １，８６８ △５．８ ４６，０３７ △２．７ １０４，３６４ ２．８
２０１９年度 ３２，４８６ △９．２ ８，８３７ △７．３ １，７５６ △６．０ ４３，０１９ △６．６ １０４，０３６ △０．３
２０２０年度 ３１，７７２ △２．２ ８，１２２ △８．１ １，８５２ ５．５ ４０，０３０ △６．９ ９４，８７０ △８．８
２０２１年度 ３２，０９１ １．０ ８，６５９ ６．６ １，７３２ △６．５ ４３，７３８ ９．３ １０３，７３３ ９．３

２０２１年７～９月 ９，１７１ △２．２ ２，２４７ ７．２ ３９０ △２７．８ ９，５７６ △２．６ ２５，３０７ １３．３
１０～１２月 ８，０６７ ４．５ ２，１９８ ６．１ ３５０ ３３．６ １２，７７７ ３２．０ ２５，６６０ ６．４

２０２２年１～３月 ４，９７６ △１３．７ ２，００４ ４．９ ３３９ ３．０ ９，７０３ △１．４ ２８，５２８ ６．１
４～６月 ８，９９５ △８．９ ２，１８０ △１．４ ４９６ △２４．０ １２，７４７ ９．１ ２６，８５４ １０．８
７～９月 ８，７８２ △４．２ ２，２４６ △０．０ ３９３ ０．６ １１，６２７ ２１．４ ２７，３０２ ７．９

２０２１年 １１月 ２，９３３ ９．０ ７３４ ３．７ ８４ ６．５ ３，４１２ １０．４ ８，０７１ １１．６
１２月 ２，０９１ △９．９ ６８４ ４．２ １０６ ３７．６ ４，４６６ ３５．６ ９，８７４ ５．１

２０２２年 １月 １，１１６ △３０．５ ５９７ ２．１ ４７ △６３．６ ２，９３７ △１．７ ７，１１６ ５．１
２月 １，３６８ △９．１ ６４６ ６．３ １３２ １３３．８ ３，４５９ １２．３ ７，１１３ ４．３
３月 ２，４９２ △６．１ ７６１ ６．０ １６０ １１．７ ３，３０６ △１２．３ １４，２９９ ７．６
４月 ３，２３３ △６．８ ７６２ ２．２ １４０ ４１．３ ４，５０２ ２２．２ ９，２９０ １９．０
５月 ２，５３９ △１８．３ ６７２ △４．３ １１８ △４３．２ ３，７０６ △７．０ ７，６８９ ７．４
６月 ３，２２３ △２．４ ７４６ △２．２ ２３８ △３１．１ ４，５３９ １３．１ ９，８７５ ６．５
７月 ３，１０３ ７．４ ７３０ △５．４ １５５ １３．７ ４，６３７ ３２．６ ８，６５６ １２．８
８月 ３，１８０ ６．１ ７７７ ４．６ １０２ △２５．２ ３，７００ ３３．５ ８，０４５ ９．７
９月 ２，４９９ △２３．９ ７３９ １．０ １３６ １５．４ ３，２９０ △０．５ １０，６０１ ２．９
１０月 ２，６５７ △１２．７ ７６６ △１．８ １０６ △３４．４ ３，２３８ △３３．９ ７，７４５ ０．４
１１月 ２，４０７ △１７．９ ７２４ △１．４ ８８ ５．１ ３，１６３ △７．３ ７，７７０ △３．７

資料 国土交通省 国土交通省 内閣府

■「r」は修正値。 ■船舶・電力を除く民
需（原系列）。

年月

乗用車新車登録台数

北海道 全国
合計 普・小・軽・計普通車 小型車 軽乗用車

台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％）
２０１８年度 １７８，５３３ △２．８ ６１，２０８ △２．５ ６０，８４１ △４．１ ５６，４８４ △１．８ ４，３６３，６０８ ０．３
２０１９年度 １７０，６０２ △４．４ ５８，９０７ △３．８ ５７，８３４ △４．９ ５３，８６１ △４．６ ４，１７３，１８６ △４．４
２０２０年度 １５４，３９１ △９．５ ５２，９６４ △１０．１ ４９，６７７ △１４．１ ５１，７５０ △３．９ ３，８５９，２５０ △７．５
２０２１年度 １３９，８６８ △９．４ ５２，３１０ △１．２ ４１，８１５ △１５．８ ４５，７４３ △１１．６ ３，４７７，６０８ △９．９

２０２１年７～９月 ３４，９５６ △１６．０ １３，４７２ △１．９ １０，５６２ △２１．６ １０，９２２ △２４．２ ８３０，０２８ △１６．４
１０～１２月 ３０，０４５ △１８．１ １１，３３９ △１５．１ ８，８３４ △１８．８ ９，８７２ △２０．８ ８０２，３０５ △１９．１

２０２２年１～３月 ３７，８５９ △１３．９ １４，１２２ △１１．３ １１，３７１ △１０．２ １２，３６６ △１９．８ ９８８，６８６ △１７．４
４～６月 ３３，８７０ △８．５ １２，２００ △８．８ １０，９３９ △１．０ １０，７３１ △１４．７ ７２４，２２５ △１５．５
７～９月 ３６，８４８ ５．４ １４，６０５ ８．４ １０，８９５ ３．２ １１，３４８ ３．９ ８４７，１８９ ２．１

２０２１年 １１月 １１，０４６ △１４．２ ３，８７６ △１８．１ ３，３６５ △９．６ ３，８０５ △１４．０ ２９１，６６５ △１３．４
１２月 ９，７０５ △７．５ ３，８９７ △５．２ ２，７６７ △９．２ ３，０４１ △８．８ ２８０，１４１ △１１．１

２０２２年 １月 ９，６１８ △８．３ ３，５５３ △１０．４ ３，１１１ １０．８ ２，９５４ △２０．５ ２７２，４４５ △１６．１
２月 １０，０３５ △１５．６ ３，３２７ △２１．５ ３，０２３ △６．６ ３，６８５ △１６．４ ２８９，８４８ △１９．９
３月 １８，２０６ △１５．８ ７，２４２ △６．１ ５，２３７ △２０．９ ５，７２７ △２１．４ ４２６，３９３ △１６．５
４月 １１，８５０ △６．９ ４，４９８ ４．０ ３，７７１ △９．２ ３，５８１ △１５．６ ２４４，２９２ △１５．３
５月 ９，３４６ △１８．１ ３，２８８ △１７．２ ２，９４０ △８．２ ３，１１８ △２６．３ ２１１，８５６ △２２．０
６月 １２，６７４ △１．６ ４，４１４ △１３．１ ４，２２８ １４．５ ４，０３２ △１．８ ２６８，０７７ △９．６
７月 １３，１３９ △４．７ ５，１５５ △１．１ ３，９７５ △１３．１ ４，００９ ０．０ ２８８，１４５ △６．９
８月 １０，２２４ △６．７ ４，０２１ △１．３ ３，１０９ △７．４ ３，０９４ △１２．３ ２３４，１４３ △１１．２
９月 １３，４８５ ３２．１ ５，４２９ ２９．６ ３，８１１ ４４．８ ４，２４５ ２５．４ ３２４，９０１ ２６．４
１０月 １２，０３３ ２９．５ ４，２８３ ２０．１ ３，６９３ ３６．７ ４，０５７ ３４．１ ２９５，８０９ ２８．３
１１月 １２，０４１ ９．０ ４，３１７ １１．４ ３，３５３ △０．４ ４，３７１ １４．９ ３０２，５１１ ３．７

資料 �日本自動車販売協会連合会、�全国軽自動車協会連合会

主要経済指標（３）

― ３６ ―ほくよう調査レポート ２０２３年２月号
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年月

公共工事請負金額 有効求人倍率 新規求人数（常用） 完全失業率（常用）
北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）
倍
原数値 人 前 年 同

月比（％） 人 前 年 同
月比（％）

％
原数値

２０１８年度 ８５７，２６９ △２．９ １４０，６８０ １．１ １．１７ １．４６ ３２，９６９ １．６ ８６６，０５５ １．５ ２．９ ２．４
２０１９年度 ９５６，２２７ １１．５ １５０，２５５ ６．８ １．１９ １．４１ ３２，０９１ △２．７ ８２７，４６７ △４．５ ２．５ ２．４
２０２０年度 ９８１，９５１ ２．７ １５３，６５８ ２．３ ０．９６ １．０１ ２７，７７５ △１３．４ ６５８，８３８ △２０．４ ３．１ ２．９
２０２１年度 ９６２，７１７ △２．０ １４０，５０３ △８．６ ０．９８ １．０５ ２９，６２３ ６．７ ７１８，７１９ ９．１ ３．１ ２．８

２０２１年７～９月 ２１８，５８９ △９．４ ３８，１５６ △１２．０ ０．９８ １．０３ ２８，９８０ ７．１ ６９４，８５３ ７．７ ３．３ ２．８
１０～１２月 ７０，６７０ △１８．４ ２５，１６０ △１５．０ １．０１ １．１０ ２９，２６５ ６．１ ７２８，０１８ １０．６ ３．０ ２．６

２０２２年１～３月 １４８，９８９ １０．７ ２５，６０５ △８．５ １．０１ １．１４ ３１，４０７ ５．８ ７７４，７７３ ９．４ ３．１ ２．７
４～６月 ４９２，１７８ △６．２ ４９，２９６ △４．４ １．０１ １．０７ ３２，６７７ １３．３ ７６６，５５６ １３．２ ３．７ ２．７
７～９月 ２１４，０４０ △２．１ ３７，４７１ △１．８ １．１３ １．１７ ３３，１９０ １４．５ ７７７，６１３ １１．９ ３．１ ２．６

２０２１年 １１月 ２１，５５０ △１１．３ ７，５３４ △１４．５ １．０２ １．１０ ２８，７１７ ８．６ ７１０，７４６ １２．７ ３．０ ２．７
１２月 １２，１８５ △３５．８ ６，８５９ △６．６ １．０２ １．１４ ２７，１１４ ６．６ ７００，２８７ １１．２ ↓ ２．５

２０２２年 １月 １１，６０９ ２６．９ ５，２０９ △１７．７ １．００ １．１４ ３０，１０２ ６．９ ７８３，２９２ １３．０ ↑ ２．７
２月 １６，３６６ １６．７ ５，８９７ △９．１ １．０２ １．１４ ３０，３５７ ９．３ ７４２，２９０ ８．１ ３．１ ２．６
３月 １２１，０１３ ８．６ １４，４９９ △４．３ １．０３ １．１３ ３３，７６３ １．９ ７９８，７３６ ７．３ ↓ ２．６
４月 １８４，７３４ △９．８ ２０，１０５ △４．０ １．００ １．０６ ３４，８１０ １３．５ ７７２，６９５ １１．９ ↑ ２．７
５月 １４４，１８６ △６．３ １２，６７２ △１０．３ １．００ １．０６ ２９，８５３ １４．３ ７２６，７４７ １６．６ ３．７ ２．８
６月 １６３，２５７ △１．６ １６，５１９ ０．１ １．０４ １．０９ ３３，３６９ １２．２ ８００，２２７ １１．５ ↓ ２．７
７月 １０２，６５０ ０．３ １２，９２４ △７．０ １．１０ １．１５ ３４，６４９ １５．８ ７７２，２４９ １１．９ ↑ ２．５
８月 ５９，８５５ △８．６ １１，５６２ △０．１ １．１２ １．１８ ３０，４１５ １４．２ ７５５，６９７ １３．９ ３．１ ２．６
９月 ５１，５３４ １．５ １２，９８５ ２．４ １．１６ １．２０ ３４，５０７ １３．６ ８０４，８９２ １０．１ ↓ ２．７
１０月 ３６，８５７ △０．２ １０，５５８ △１．９ １．１６ １．２３ ３５，０１７ ９．６ ８３１，６０３ ７．６ － ２．６
１１月 １９，９２１ △７．６ ６，９６１ △７．６ １．１９ １．２７ ３０，２０１ ５．２ ７６７，６４１ ８．０ － ２．４

資料 北海道建設業信用保証㈱ほか２社 厚生労働省
北海道労働局

厚生労働省
北海道労働局 総務省

■年度および四半期
の数値は月平均値。

■年度及び四半期の数値は、月平均値。■年度の数値は四
半期の平均値。

年月

消費者物価指数（生鮮食品除く総合） 企業倒産件数
（負債総額１，０００万円以上） 円相場

（東京市場）
日経
平均
株価北海道 全国 北海道 全国

２０２０年＝１００ 前 年 同
月比（％）２０２０年＝１００

前 年 同
月比（％） 件 前 年 同

月比（％） 件 前 年 同
月比（％） 円／ドル 円

月（期）末
２０１８年度 ９９．８ １．４ ９９．７ ０．８ ２２４ △１４．８ ８，１１０ △３．１ １１０．８８ ２１，２０６
２０１９年度 １００．５ ０．８ １００．３ ０．６ ２０７ △７．６ ８，６３１ ６．４ １０８．６８ １８，９１７
２０２０年度 ９９．８ △０．７ ９９．９ △０．４ １６６ △１９．８ ７，１６３ △１７．０ １０６．０４ ２９，１７９
２０２１年度 １００．２ ０．５ ９９．９ ０．１ １４４ △１３．３ ５，９８０ △１６．５ １１２．３６ ２７，８２１

２０２１年７～９月 １００．１ ０．５ ９９．８ △０．０ ２８ △１７．６ １，４４７ △２８．４ １１０．１０ ２９，４５３
１０～１２月 １００．５ ０．９ １００．０ ０．４ ３４ ６．３ １，５３９ △１２．１ １１３．７０ ２８，７９２

２０２２年１～３月 １０１．０ １．０ １００．５ ０．６ ４９ １１．４ １，５０４ △３．２ １１６．１８ ２７，８２１
４～６月 １０２．３ ２．９ １０１．６ ２．１ ５９ ７８．８ １，５５６ ４．４ １２９．５６ ２６，３９３
７～９月 １０３．５ ３．４ １０２．５ ２．７ ４０ ４２．９ １，５８５ ９．５ １３８．３４ ２５，９３７

２０２１年 １１月 １００．６ １．１ １００．１ ０．５ １５ ２５．０ ５１０ △１０．４ １１４．１３ ２７，８２２
１２月 １００．６ ０．８ １００．０ ０．５ ７ ０．０ ５０４ △９．７ １１３．８７ ２８，７９２

２０２２年 １月 １００．４ ０．６ １００．１ ０．２ ８ １４．３ ４５２ △４．６ １１４．８３ ２７，００２
２月 １００．９ １．０ １００．５ ０．６ １４ △６．７ ４５９ ２．９ １１５．２０ ２６，５２７
３月 １０１．６ １．３ １００．９ ０．８ ２７ ２２．７ ５９３ △６．５ １１８．５１ ２７，８２１
４月 １０２．１ ２．８ １０１．４ ２．１ １６ ３３．３ ４８６ １．９ １２６．０４ ２６，８４８
５月 １０２．３ ２．８ １０１．６ ２．１ ２２ １４４．４ ５２４ １１．０ １２８．７８ ２７，２８０
６月 １０２．５ ３．０ １０１．７ ２．２ ２１ ７５．０ ５４６ ０．９ １３３．８６ ２６，３９３
７月 １０３．０ ３．０ １０２．２ ２．４ ９ ０．０ ４９４ ３．８ １３６．６３ ２７，８０２
８月 １０３．４ ３．４ １０２．５ ２．８ １４ １３３．３ ４９２ ５．６ １３５．２４ ２８，０９２
９月 １０４．０ ３．８ １０２．９ ３．０ １７ ３０．８ ５９９ １８．６ １４３．１４ ２５，９３７
１０月 １０４．４ ４．０ １０３．４ ３．６ ２０ ６６．７ ５９６ １３．５ １４７．０１ ２７，５８７
１１月 １０５．２ ４．５ １０３．８ ３．７ １４ △６．７ ５８１ １３．９ １４２．４４ ２７，９６９

資料 総務省 ㈱東京商工リサーチ 日本銀行 日本経済新聞社

■年度及び四半期の数値は、月平均値。 ■円相場は対米ドル、インター
バンク中心相場の月中平均値。

主要経済指標（４）

― ３７ ― ほくよう調査レポート ２０２３年２月号
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●道内経済の動き

●道内企業の経営動向調査
（２０２２年１０～１２月期実績、２０２３年１～３月期見通し）

●円安が道内企業の経営に及ぼす影響について

●寄稿
札幌市都心部の不動産開発Ⅲ
～福岡市との比較を交えて～

●コラム 人生１００年時代を生きる
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